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はじめに
近年, 私たちの大学 (日本福祉大学) でも ｢情報公開｣ や ｢自己点検・評価｣ の活動が活発に
なってきている. その取り組みの一つとして, 数年前から, 全教員のプロフィール (横顔) を紹
介する 『日本福祉大学 研究者要覧』 というかなり厚手な冊子が刊行されるようになった. そこ
には, ｢専門分野｣ や ｢担当授業科目｣ ｢ゼミナールのテーマ｣ などと並んで, それぞれの教員が
現在何を主要な研究関心・研究対象としているかを記す ｢主な研究課題｣ という欄がある. 『要
覧』 の 2000 年版のそこのところに私が記載したのは次の 3点であった.
1 国民の教育要求と教育運動の歴史 (近・現代日本教育史)
2 国民の ｢戦争体験｣ と教育(教師)の ｢戦争責任｣
3 新興教育運動の総合的研究
私は, かねてから教育史などの講義を担当してきたこともあってその角度からこのように記し
たのだが, 振り返ってみるとこの冊子が発刊されるようになってからずっと同じことを掲げてき
たように思う. この 3点は私の中では相互に深い関係があり, 切り離して考えることなど出来な
いが, 研究を進めていくうえでは相対的に独立した取り組みを必要とするところがあり, また,
私自身の関心あるいは課題意識を他の人に分かってもらうためにはこうした方が良いという思い
があって, このように分けて記載するようにしてきたのであった.
またそれぞれの項目にはごく簡潔なコメントをつけることになっているが, 二番目の項目のと
ころには次のように書き記した.
アジア・太平洋戦争 (｢15 年戦争｣) 期における国民の ｢戦争体験｣ (被害体験・加害体験
はもとより抵抗＝創造の体験も含めて) の様相 (諸相) と, ｢聖戦遂行｣のうえで大きな役割
を果たした教育と教師の ｢戦争協力｣ ｢戦争責任｣ の問題を解明する.
ところで, 1995 年のことであるが, 教育科学研究会 (全国的な民間教育研究団体の一つ) の
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機関誌でもある雑誌 『教育』 (国土社発行) の編集部から ｢私にとっての 『戦後 50 年と教育』｣
というテーマで短文を書くよう依頼されたことがある. その原稿は, 他の何人かの論稿とともに
2月号に掲載されたが, その折につけた表題は ｢教育の 『原点』 と教育 (教師) の 『戦争協力・
戦争責任』｣ というものであった. その中で私は ｢戦後 50 年という時点で, これまでも意識し続
けてきた教育 (教師) の 『戦争協力・戦争責任』 の解明という問題に一通りの決着をつけなけれ
ばならない時が来ていると考えている｣ と書き記した. それからもう数年が経ってしまっている
けれど, 取り組みに若干の前進はあるものの正直にいって今だ ｢一通りの決着｣ をつけたと胸を
張れるところまで来ていない. 職場での仕事の関係や, 私の研究活動上の師ともいうべき井野川
潔氏 (教育運動史研究会会長) の死去とその追悼のための事業, とりわけ氏の遺稿・追悼集 『井
野川潔 教育と文学に生きる』 (教育史料出版会, 1998 年 7 月) の出版・編集活動などに相当の
エネルギーを注ぎ込んだというような事情もあったけれど, 基本的には私の怠惰のせいであると
いわなければならない. したがって ｢国民の 『戦争体験』 と教育 (教師) の 『戦争責任』｣ とい
うテーマの追究は, 今の私にとってなお現在進行形の真っ只中にある, 避けて通れない重要な課
題なのだと思っている.
このことと関係してもう一つ気になっていることがある. それは本稿の前編, 中編に当たるも
のをもう 20 年近くも前に ｢国民の 『戦争体験』 と教育 (教師) の 『戦争責任』 研究のための
覚え書き｣ と題して発表 (『日本福祉大学研究紀要』 第 59 号, 1984 年 2 月. 同第 69 号, 1986 年
10 月) しているにもかかわらず, そのすぐ後に掲載する予定にしていた論稿を今日に至るまで
執筆せずにきてしまっているということである. この件は少し大げさに言えばいつも私の頭のど
こかにあって決して忘れることはなかったのであるが, 目の前のことに追われ, ついつい伸ばし
伸ばしにしてきてしまったのであった. それらを発表した当時, これをお読み下さり, 暖かな励
ましを下さった浅賀ふさ先生や五十嵐顕先生, 竹村英輔先生らはもういない. それを思う
と自己の怠惰を悔やんでも悔やみきれない気持ちにさせられるのである. 本稿は遅ればせながら
そのことを意識して執筆される.
1. 教育・研究活動としてのささやかな取り組み
教育の ｢戦争協力・戦争責任｣ という問題 (より広げていえば ｢戦争と教育｣ ということにな
るが) は, 私にとってかなり前から意識されていた事柄であった. はじめの頃は漠然とした問題
関心という域を出なかったけれど, 次第に自覚の度合いを深め, 文字として記述したり, ささや
かではあるが教育・研究活動としての取り組みなども行うようになっていった.
この問題に触れた私自身の最初の記述は, 1969 年 7 月に創刊された 『季刊国民教育』 (国民教
育研究所編集, 労働旬報社発行) に掲載の ｢戦前の教師運動 素描｣ という小論である. この論
稿は, 表題のとおり ｢明治｣ 以来の教師の運動をおおまかに素描したものであるが, その最後の
ところ (｢おわりに｣) でいわば総括風に次のように記したのであった. ｢『戦後』 の教師運動は,
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この 『戦前』 の教師たちの血のにじむような努力の伝統を正しく引きつぎ, 戦争への協力者にな
らざるをえなかった教師の戦争責任を明確にしながら, 出発しなければならなかったのである.｣
それから相当の年月を経た 1976 年 8 月, ミネルヴァ書房から刊行された 『児童問題講座』 第
二巻 ｢児童の教育と文化｣ (編集小川太郎) に, ｢国民の教育要求と教育運動の歴史｣ という拙
論が掲載された. これは, 前記の論稿を基調にしてそれに手を入れ, 分量的にも構成上も大きく
変えているが, 先の引用した部分については ｢教師運動｣ を ｢教育運動｣ に変えるなどごくわず
かの変更を加えただけでそのまま記載した (｢むすびにかえて｣ のところ). しかしこの間の学習・
研究の成果を反映して実はどうしても付け加えておかなければならないと判断されることがあっ
て, それを先の文章の後に次のように挿入したのであった. ｢しかしそのことはきわめて不十分
にしか貫徹されなかったし, 次第になしくずし的にされてしまって 『若い世代』 へ継承されなかっ
たといわざるを得ない.｣
ミネルヴァのこの論稿は, その後の私の教育 (運動) 史研究の骨格といってよいものになった
おり, 1981 年 12 月に拙著 『新興教育運動の研究』 (ミネルヴァ書房) を出版した時にはその冒
頭第一章にこれを配置した. 全体的に一定の加筆・修正を施したうえであるが, 先ほどの個所に
ついてはそのままにしておいた. 1990 年 6 月に新たに 『近代日本の教育史』 (『叢書 教育学講義
Ⅲ』, 教育史料出版会) を出版することになったが, その時も, 前記著書の第一章を機軸におい
て, その他いくつかの論稿を付け加え, 全体として大幅に手を入れ, 事実上書き下ろしというこ
とにして, 公にした. 先の論稿および著書は直接教育運動を対象としたのであるが, この書は
｢教育運動史研究｣ 的な視角から近代日本の教育史を把握するという, より大きな広がりを持っ
た課題に迫ろうと意図したものであるので, 当然のことながら当該の個所についても一定の変更
を必要とした. すなわちその前半の部分を若干手直しして, ｢『戦後』 の教育は, 縷々述べてきた
ような (｢戦前｣ の) 国民と教師たちの血のにじむような努力の伝統を正しく引き継ぎ, 他方,
『戦争』 に加担し, あるいはその 『協力者』 にならざるを得なかった自己の 『戦争責任』 を明確
に自覚しながら, 出発しなければならなかったはずである｣ としたのである. 変わったところは
わずかであるが, 意味するところにはかなりの違いがあると考えている. ｢しかしそのこと
は……｣ 以下の後半部分では字句的な違いはないが, 前段の変更に伴ってこの書にふさわしく中
身に広がりがあることやニュアンスの違いなどを表現しているつもりなのである.
このようなところからもある程度分かるように, 私の教育(運動)史の学習・研究は少しでも深
まりや広がりを持てるようになればなるほど ｢戦争と教育｣ ｢教育の戦争責任｣ という問題に突
き当たるし, そのことを深く考えなければならないことの必要性を迫ってくるものとなったので
ある.
さて, ｢戦争と教育｣ (以下, ｢教育の戦争責任｣ も含めてこのように記載する) に対する関心,
問題意識は, 以上のような教育 (運動) 史研究の中からだけ生まれ, 発展してきたものではない.
学生に対する教育活動の中にもその契機はあったし, また何よりも私たちが生きている現実社会
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が私たちにこの問題と正面から向き合わざるを得ない事態を次々と引き起こしてくる. そういっ
た現実に対して少しまともに立ち向かうための一つとして私たち (というのは日本福祉大学柿沼
ゼミの教員と学生ということだが) が作ったのが ｢戦争と教育｣ 研究会という小さな会である.
1981 年 5 月, ゼミの活動とは一応区別して, しかし深い関わりを持たせて, 大体月 1 回の割合
で研究会を開くことにした. ｢戦争体験記録｣ 類を中心に毎回文献を指定し, それを読んできて
報告と討論をするというのがその基本的な形態であった. また終わった後はお茶とお菓子でしば
し談笑するというのも学生にとって魅力的であったかもしれない. その活動はかなり活発・順調
に進められ, 卒業後も会活動を継続する者が出てきたり, 他のゼミや下級生の中からも参加者が
生まれてきた. そんなことから翌 82 年の 12 月には, それまでの ｢通信｣ にかえて 『｢戦争と教
育｣ 研究』 という機関誌を発行するということになった. といっても, 当時はまだパソコンなど
といったものが普及していなかったし, 一方では生活綴方でいう ｢文集｣ 作りということが頭の
片隅にあって, 手書きの原稿を縮小してコピーし, 綴じ合わすだけというまさに手造りのもので
あったが…….
この機関誌を創刊しようという話が出始めた頃から私は密かにある決意を固めた. ｢国民の
『戦争体験』 と教育の (教師) の 『戦争責任』｣ という論文を書いてそこに連載しようと考えたの
である. そこでまずはじめに, こういったことをする場合ごく普通にやられるように, ｢連載を
はじめるにあたって｣ という文章から書き始めたのである. その第一回 (創刊号) では, 当時
(1982 年ごろ) の ｢平和教育｣ への関心の高まりと取り組みの広がりについて指摘し, そのこと
を促す社会的状況があることを, アメリカのレーガン政権による核戦略・核戦争の脅威や, 毎日
のようにマスコミで大きく取りあげられた ｢教科書検定問題｣ などを例にあげて説明した. その
うえで, 現在に生きる私たちは ｢『戦争』 の問題を避けて通ることが出来ない｣ こと, 私たちな
りの視角からの ｢戦争と教育｣ 研究に取り組む必要であること, を改めて強調したのであった.
第二回, 第三回ではそのような関心に基づく ｢私の取り組みをふりかえって｣ 書き記しておいた.
一つは著述として, もう一つは大学での講義を通しての取り組みについてである. 前者について
は先に触れた ｢戦前の教師運動―素描｣, ｢国民の教育要求と教育運動の歴史｣, 『新興教育運動の
研究』 第一章という, 一連の論稿の中で私の中に生じた認識 (判断) の変化・発展についてもう
少しだけ詳しく記載している. 後者の中では, 福祉大に赴任して最初に受け持った講義が ｢教育
科学｣ というものであったこと, 1997 年度から実施された ｢カリキュラム改革｣ で新設の ｢日
本教育史｣ の担当となったこと (｢教育科学｣ は廃止され, ｢教育原論｣ と ｢日本教育史｣ が設け
られた), その中で同年 9月 27 日に発生した横浜市緑区の ｢米軍機墜落事件｣ に強くこだわり
を持つようになったこと, その事件の再認識を通して ｢日米安保体制｣ の問題, ｢平和と教育｣
｢戦争と教育｣ の持つ重要性を改めて強く自覚するようになったこと, あわせて自己の授業内容
の反省 (｢自己批判｣) を行ったこと, などを率直に書き記したのであった. ところが, こんなこ
とから書き始めていくうちにこれから先に論じようとしていることはいわば身内の研究会の中で
云々するだけではなく, もう少し広いところで問題を提示する必要性があるという思いが強まっ
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てきた. 他の世話人にも相談し, 急遽機関誌連載を中断して大学の 『紀要』 に執筆することにし
たわけである. それが前記の拙論なのである.
そこで念のためその論稿で何を論じたかを確認するためにその目次だけを示すと以下のような
ものであった.
はじめに
一 何故 ｢戦争｣ にこだわるのか
 歴史から学ぶため, またアクチュアルな問題としても
 戦後は終っていない―戦争 ｢後遺症｣ に悩む民族・国民の問題として
 ｢戦犯｣ 政治の克服のために
 ｢軍事大国化への道｣ に抗するために
 教育の ｢右傾化｣ ｢軍国主義化｣ を防ぐ方法として
二 ｢戦争と教育｣ 研究の目指すこと, および研究のための素材について
三 何故 ｢戦争体験｣ から出発するのか (以上, 第 59 号所収)
(中) まえがき
四 国民の ｢戦争体験｣ と, ｢戦争体験の継承｣
五 ｢戦争体験談｣ ｢戦争体験記録｣ について
 ｢体験談｣ ｢体験記録｣ に見られる傾向と特徴
 ｢戦争体験｣ の科学的認識のために
六 ｢体験｣ が長い間語られ記録されてこなかったのは何故か
 ｢苦痛｣ なしには語れない, 時には社会的糾弾も
 厳しい ｢検閲｣, 言論・報道統制
 不公平・不平等な ｢責任｣ の取らされ方
 社会的不利益と新しい ｢差別｣ の動因
七 ｢戦争体験｣ の諸相 (構図)
 ｢加害＝被害｣ 体験と ｢抵抗＝創造｣ 体験
 ｢戦争体験｣ 構図化の一試み
八 ｢被害｣ と ｢加害｣ の関係構造
 ｢戦争責任｣ と ｢加害の二重構造｣
 ｢被害｣ ・ ｢加害｣ 関係をより確かなものに (以上, 第 69 号所収)
そしてこれらのことを論じた後, 続いて ｢教育 (教師) の 『戦争責任』｣, および ｢『戦争責任』
の追及｣, といった事柄に迫る予定にしていたのであった. したがって, 本来ならこの稿でこれ
らの課題に応えねばならないことになるが, 残念ながら, 紙幅の関係などもあってなお十分な展
開をなすものとはならない. なお, 前者の｢教育 (教師) の 『戦争責任』｣については, ｢戦前｣ 日
本教育の軍国主義的体質という問題と, 学校・教師による個別具体的な ｢戦争協力｣ という両面
から検討することが必要であるが, 本稿では前の方の問題についてだけ, しかもその概略を記す
にとどめたい.
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2. あの ｢戦争｣ にこだわる必要性 1999 年夏
前述したように, 前記拙論から今日 (1999 年) までの間には既に十数年もの長い年月が経過
している. したがって当然のことながら書き記された中身には相当古くなってしまったものも少
なくない. しかしながら, 現在でもなお強調しておかなければならないような事柄もないわけで
はない. 否むしろ, 現象的には確かに変化があるものの, そこで提起しようとしていた問題の本
質はほとんど変わっていないといわざるを得ないのではないか, というのが私の率直な感想であ
る.
例えば前記論文の (上) の冒頭で ｢何故 『戦争』 にこだわるのか｣ について五つの点から論じ
たが, それらは皆今日においてもなお変わることなく指摘し続けなければならない事柄である.
その内の一つとして最初に記した点は, ｢歴史から学ぶことの重要性という一般的な意味から｣
も ｢またアクチュアルな問題としても｣, あの ｢戦争｣ にこだわることの必要性があるというこ
と, であった. まことに残念なことながら, 今日の事態は以前にも増してそのことを強く主張し
なければならないような状況になっている.
周知のように今年 (1999 年) 8 月 13 日閉会した第 145 国会では, 長い間自民党の懸案事項と
されてきた諸問題がいくつも法律化された. 大幅な会期延長をしたうえで, 自民・自由・公明 3
党の手によって強引に｢処理｣されたのである.
その一つが ｢新しい日米防衛協力のための指針 (ガイドライン) 関連法｣ (いわゆる ｢周辺事
態法｣, および ｢自衛隊法｣ 改正, ｢日米物品役務相互提供協定｣ 改定から成る) である. この法
律等の成立によって, わが国の ｢防衛｣ 政策は一段と新しい段階へ踏み出すこととなった. 日本
の周辺で武力紛争などの ｢周辺事態｣ が発生した際には, 米軍への｢後方支援｣活動として武器・
弾薬など物資の輸送や捜索・救助活動など直接的な軍事行動を展開することが取り決められたの
である. また米軍はそのような場合に日本国内の空港や港湾を広範に使用することも出来るよう
になった. すなわち日本は, アメリカの軍事戦略・戦争政策に一層深く組み入れられ, その下で
｢憲法｣ で禁じられている戦争に直接・具体的な形をとって加担・参加する道が事実上整えられ
てしまったのである. マスコミの中にはこのガイドライン関連法を ｢戦争法｣ と表記するところ
もあり, そこにはいささか誇張された響きがないわけではないが, 事態を冷静にとらえてみれば
むしろ事柄の危険な本質を的確に表現しているとさえいわなければならない (｢周辺事態法｣ の
施行は 8月 25 日).
いわゆる ｢国旗・国歌法｣ (正式には ｢日の丸・君が代を国旗・国歌とする法｣) が多くの国民
の反対あるいは時期尚早の声を無視し, 十分な審議もなされぬまま国会を通過したのは (奇しく
も長崎原爆記念日の) 8 月 9 日であった. そして, わずか 4日後 (8 月 13 日) には公布・施行さ
れた. 全文は ｢1 国旗は日章旗とする 2国歌は日の丸とする｣ の 2 条だけ. 法制化にあたって
政府は, 国民の ｢尊重義務｣ 規定や｢罰則｣規定を法文に盛り込まず (盛り込めず), ｢あくまで強
制にわたらないことが肝要｣ と答弁し, ｢憲法｣第十九条の ｢思想及び良心の自由｣ いわゆる ｢内
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心の自由｣ を侵すものでないことを言明したが, 本音がそこにないことはこれもまた明らかなこ
とであった. また, 焦点となっている学校での強制についても ｢取り扱いが変わることはない｣
と説明したけれど, 他方では ｢法制化されれば, さらに徹底が図られるようにしたい｣ とその指
導強化の方針を明らかにしている. 事実, その後の経過を見れば, 事態は多くの人たちが憂慮し
た方向に進んでいるといわざるを得ない. 例えば, 首相官邸をはじめいくつかの省庁では記者会
見場に ｢日の丸｣ を意図的に持ち込むようになったとか, 県議会レベルでも法制化を機にして議
場に ｢日の丸｣ を設置しようという新しい動きが出始めている. また政府主催の終戦記念日行事・
全国戦没者追悼式でも今年 (1999 年) 初めて ｢君が代｣ の斉唱がプログラムの中に取り入れら
れた. 法案審議の最中秋田市の中学校総合体育大会で市体育協会会長が ｢祝辞｣ の中で ｢国歌斉
唱, 国旗掲揚のとき, 起立しなかった人びとはこの会場から出ていっていただきたい｣ などとい
う ｢出ていけ発言｣ がなされたり, 法成立後の高松市議会本会議で教育長が学校行事での ｢君が
代｣ 斉唱について ｢教師と児童・生徒｣ は ｢歌わない自由はない｣ などという答弁を行うほどに
なっている. そうかと思っていたら今度は岐阜県知事が本会議の一般質問に対する答弁で, ｢国
旗・国歌を尊敬しない人は日本人国籍を返上して頂きたい｣ などというとても信じられないよう
な見解表明をしたことが新聞に報じられた (『朝日新聞』 1999 年 10 月 1 日). また文部省は 9月
17 日初等・中等教育局長と高等教育局長連名の通知 ｢学校における国旗及び国歌に関する指導
について｣ を都道府県知事・教育長などに宛てて出し, ｢この法律の施行に伴って……指導の取
扱いを変えるものではありません｣ と述べる一方 ｢法律の制定を機に国旗及び国歌に対する正し
い理解が一層促進されるよう｣ に指導の強化をはかることを求めている. この ｢通知｣ には今春
(1999 年春) の卒業式・入学式における国旗掲揚・日の丸斉唱の実施状況についての調査結果が
添付され, また国会審議における政府答弁などをまとめた関係資料集が合わせ送付されていて,
これらを通して文部省の意図を一層明確に読み取ることが出来るようになっている.
この他にも ｢通信傍受法｣ (いわゆる ｢盗聴法｣) や ｢住民基本台帳法改正｣ (俗に ｢国民総背
番号法｣) など, ｢憲法｣ の人権規定に照らして多くの危険性を持つ法律が, この国会で多数の国
民の反対・批判や不安の声を無視して強行的に成立させられている.
さらにもう一つ特に注意しておかなければならないのが, 自民・自由・公明 3党の他に民主党
なども賛成に回って可決された ｢憲法調査会設置法｣ (｢国会法｣ 改正) である. ｢憲法について
広範かつ総合的に調査を行う｣ ために衆参両院にそれぞれ 50 人, 45 人の調査会を次の通常国会
において設置するというもので, 会議は原則として公開とし, 議案提出権はなく, 5 年をめどに
議長に調査結果の報告をする, となっている. しかしながら新聞の報道 (『朝日新聞』 7 月 30 日)
にもあるようにこの ｢調査会設置は与野党が改憲の可能性も踏まえて憲法論議に取り組む局面に
入ったことを意味する｣. いうまでもなく ｢改憲勢力｣ の中心である自民党のねらいは ｢憲法｣
第一章 (｢天皇｣) と第二章 (｢戦争の放棄｣) の ｢改正｣ を中軸にしている. すなわち象徴天皇制
から天皇元首制への転換をはかること, および戦争放棄・戦力不保持の原則を破棄して軍隊を保
有し, 自衛隊を軍隊とするということである. 国会内における｢護憲勢力｣の ｢衰退｣ (その中で
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も中心の一つであった日本社会党の解体と後継の社民党の著しい退潮がいやがおうでも目につく)
と, この間の自・自・公 3党の政治手法 (国民に対する十全な説明なしに, また国会における十
分な審議さえ保障せずに, ｢数の論理｣ によって重要事項を強引に決めてしまう) などを見てみ
ると, ｢改憲｣ をただちに現実の政治日程にのぼせないなどという保障はどこにもないといわな
ければならない. 少なくともこれから数年間, 私たちは ｢憲法｣ 論議の内容とその方法の両面に
わたって厳しい緊張を強いられることになるに違いない.
これらの法律は今はまだ制定されたばかりであるから当然のこと, その思惑通りの効果を十分
現実化するまでには至っていない. しかしながら, 時の経過とともにますますその力を発揮する
よう運用されるのは間違いなかろう. もっとも, だからといってそのような事態が何の抵抗もな
くすんなりとやってくるというわけでもない. 事実, 施行後の ｢ガイドライン法｣ についていえ
ば, 例えば陸・海・空・港湾関係労組 20 団体がその具体化や発動を阻止するために活発な運動
を展開しているのを見ることが出来る. また ｢国旗・国歌法｣ では, 教職員組合や民間教育研究
団体などの取り組みばかりでなく, ｢天皇在位十周年記念式典｣ を前に地方自治体や教育機関な
どへのおしつけ強化の中で例えば北海道の釧路市議会が ｢日の丸掲揚・君が代斉唱｣ の強要に反
対する意見書を可決する, などというようなことも起きている.
いずれにしても現在の私たちはこのような現実に対して国民の一人として如何に対処しなけれ
ばならないかを厳しく問われている. そのためにも, 今, あの｢戦争｣から何を学ぶのかを改めて
とらえかえすことが必要となっており, またそれに学んで自己の判断を誤りなきものに築きあげ
ていく営みが重要事となっているといわなければならない.
このように, あの ｢戦争｣ へこだわる必要性はもうなくなっているなどととてもいえないばか
りでなく, むしろ強くなってさえいる, といってよいのが, 私たちの目の前にある現実なのであ
る.
3. 新しい局面の展開 ｢中国残留孤児｣ 問題, 戦後補償, ｢戦後 50 年国会決議｣,
｢昭和天皇｣ の死
前記 『紀要』 論稿執筆から十余年, 勿論この間にも本稿のテーマに関わって重視しておかなけ
ればならないような大きな変化がいくつか生まれている. その中の一つは前稿 (上) の一の
のところ, すなわち ｢『戦後』 は終っていない 戦争 『後遺症』 に悩む民族・国民の問題として｣
で取り上げた諸問題のその後の展開ということである. もっともそこでは国交回復問題をはじめ
さまざまな事柄について述べており, それらはいずれも何らかの動きが見られるのであるが, 今
ここでその全体について触れるだけの余裕がない. 注目すべき事態の例として, 前稿 (中) の
｢まえがき｣ の中でその後の経過についていくらか言及しておいた ｢中国残留孤児｣ 等の問題に
ついて見ておくことにしたい. それにもう一つ, 大きな変化の 2番目として注目しておきたいの
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が, ｢戦争被害補償問題｣ (最近は｢戦後補償問題｣という呼び方が一般化している)である. 中で
も近年, 特に｢従軍慰安婦問題｣が大きくクローズアップされてきたことは誰もが承知している事
柄であろう.
新しい展開を見せたものの第 3としては, 1995 年 6 月 9 日衆議院で採択されたいわゆる｢戦後
50 年国会決議｣に着目しておきたい. そして 4 番目のこととして, ｢昭和天皇｣ の死と, それが
もたらした社会心理現象の変化とでもいってよいような事柄について触れることが必要であると
思う.
｢残留孤児｣ と ｢残留日本人二世｣ 問題
まずはじめに ｢中国残留孤児｣ の問題であるが, 1981 年 3 月になされた最初の ｢訪日調査｣
以来前稿執筆時までに 11 回の調査が行われ, その後
も継続されて, 現在 (1999 年 11 月) 第 30 次の調査
が進行中である. 29 次までの状況は右の表の通りで
ある.
そこから分かるように前回までのところで 2096 人
の内 665 人が肉親との再会を果たすことが出来ている
(全体の 31.7 パーセント). しかしながら判明率は当
初の 6,70 パーセント台から大きく減少する傾向にあ
る. 今回の訪日調査団でも, 参加者は 20 名, その内
肉親と思われる人との対面調査が実施できたのは 6名
だけで, しかも身元判明は 1 名のみ, 4 名が血液鑑定
へ結論を持ち越すということとなった. 時の経過にと
もなって避け難く生じるこのような状況の中で, 厚生
省は 30 次訪日調査実施前の 9 月, 従来の方法を大き
く転換する方針を固めた. すなわちこれまでの ｢訪日
調査｣ から ｢訪中調査｣ に切り替えていくということ
である. ｢訪日調査｣ というのは日中両国政府が身元
の分からない日本人孤児と認めた人たち (いわゆる身
元不明者) が何十人かで一団となり, 2 週間ほど日本
に滞在して, その間に聞き取り調査, その情報の公開,
肉親とみられる人たちとの対面などを行って, その身
元を確認する作業のことである. また ｢訪中調査｣ と
は, 厚生省の職員らが中国に出張し, そこでの調査を
中心に置くという方法で, 有力な手がかりのある孤児
だけを日本での肉親調査に招き, 手がかりの少ない孤
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区 分
訪日人員
(人)
うち判明
(人)
判 明 率
(％)
1981. 3 47 30 63.8
1982. 2 ～ 3 60 45 75.0
1983. 2 ～ 3 45 25 55.6
1983.12 60 37 61.7
1984. 2 ～ 3 50 27 54.0
1984.11～12 90 39 43.3
1985. 2 ～ 3 90 39 43.3
1985. 9 135 41 30.4
1985.11～12 135 33 24.4
1986. 2 ～ 3 130 34 26.2
1986. 6 200 79 39.5
1986. 9 200 63 31.5
1986.10～11 100 32 32.0
1986.12 42 15 35.7
1987. 2 ～ 3 104 28 26.9
1987.11 50 10 20.0
1988. 2 ～ 3 50 13 26.0
1988. 6 ～ 7 35 12 34.3
1989. 2 ～ 3 57 9 15.8
1990. 2 ～ 3 46 12 26.1
1990.11～12 37 4 10.8
1991.11～12 50 5 10.0
1992.11～12 33 4 12.1
1993.10～11 32 5 15.6
1994.11～12 36 5 13.9
1995.10～11 67 7 10.4
1996.10～11 43 4 9.3
1997.10 45※(1) 3 6.8
1998.11 27 5 18.5
計 2096※(1) 665 31.7
訪日調査の実施状況と判明率の推移
1999 年 9 月 30 日現在
※()は訪日後, ｢日本人孤児｣ との判定を
取り消された者で内数
[出典 『朝日新聞』 1999 年 11 月 17 日]
児たちについては訪日調査に参加しなくても永住帰国の手続きをとることが出来るようにする,
というものである.
このようにして今後の調査活動は大きく様変わりすることになるが, いずれにしても最後の一
人に至るまで国の責任できちんと対応することが必要である. 現在, 中国ではなお 200 人近くの
人たちが ｢私は日本人孤児｣ との申し出をしているようであるが, その人たちについてはもちろ
んのこと, まだ名乗りをあげていない人たちがいるであろうことも十分考慮に入れて, 十全な対
処がなされなければならない.
初め民間の手による ｢肉親捜し｣ として開始された中国残留孤児に対するこの事業は, 1994 年
4 月に議員立法による ｢中国残留邦人等帰国促進・自立支援法｣ の成立によって ｢国の責務｣ で
行うことが明文化されるところとなった. 厚生省を中心に, 関係する省庁や都道府県が連携して
総合的に取り組むことが法律によって決められたのである. 但し現状では, 関係省庁の十分な連
携の仕組みが出来上がっているとはとてもいえないような状況にある. それはともあれ, これら
一連の事業によって今までに 2700余名の ｢日本人孤児｣ が判明し, その内約 2300人が国費によっ
て永住帰国した. それに, 養父母や扶養親族などを加えると国費による永住帰国者は全体で約
6000 世帯, ほぼ 1万 2000 人にのぼる. それ以外に永住帰国した者たちが後から呼び寄せた家族
など, 自費で帰国した世帯がその数倍いると見られている. これらの人たちの生活が安定的に送
れるようにするための自立支援施策を一層充実させることが, ｢一人残らず｣ の身元調査ととも
に, 必要不可欠になっている.
なお, 前記論稿の (中) では ｢新しい局面の展開｣ の一つとして ｢北朝鮮残留日本人孤児｣ の
問題に触れておいたが, その点についてはその後著しい発展があったとはいい難い. また新たな
問題としては, 例えば ｢フィリピン残留日本人二世｣ の問題などが浮かび上がってきている.
｢戦前｣ フィリピンに渡った日本人の子どもたち (二世) の, 身元確認と日本国籍の確認を求め
るというものである. 二世の大半は日本人男性とフィリピン人女性との間に生まれた者たちで,
当時の ｢国籍法｣ (両国とも父系主義を採っていた) に基づいて日本人と決められ, さらに日本
軍が上陸した後は日本人としての ｢臣民登録｣ を義務付けられていた. ｢敗戦｣ によって多くの
日本人一世と一部の二世は収容所に入り, 日本へ送還ということになったが, 多数の二世は母親
とともに現地に残された. 今や高齢化したその二世たちのささやかな願いが先の確認ということ
なのである.
ところで, これに対する日本国内の関心はといえばほとんど何もないといってよいような状況
である. 1997 年 6 月, 18 名のフィリピン残留日本人二世が来日し政府に身元確認調査と日本国
籍の確認を求めた折にマスコミなどで一時取り上げられたりしたが, 大きな反響はなかった. 当
時, フィリピンでは名乗り出ているだけでも 2500 人ほどの二世がおり, その内の約 6割は父親
の身元が不明ということであった. その折の政府の対応も決して積極的とはいえず, 以前に二度
ほど ｢現地調査｣ を実施している外務省は ｢国内調査｣ は所管外であるとし, 厚生省も父親の戸
籍探しといったことはその業務の内にない, ということで, 大きな成果は生み出されなかった.
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その後も政府は, こういった業務をもっぱら非政府組織 (NGO) の ｢フィリピン残留日本人法
律支援センター｣ に下駄をあずけてしまったような状態で, いっこうに熱意の高まりを見せてい
ない. そのセンターも, 資金的に多くの困難を抱え, 人手不足に悩み続けているのが実情のよう
である.
以上のようにこの十年余の内に事態が大きく動いたものもあるが, 他方ほとんど前進が見られ
ないものも少なくない. また新たな問題として登場してきたものもある. いずれにしても日本の
国としてなさなければならないことはまだまだたくさん残されているといわなければならない.
従軍慰安婦問題と戦後補償
次に, 前稿で ｢戦争被害補償問題｣ および ｢元日本人兵士問題｣ として提起しておいた問題で
ある. いうまでもなく戦争による被害の補償は大きく分けると日本国と自国民の間でなされるも
のと, 日本国と他国民との間でなされるものとに大別される. この十数年の動きを見てみると,
まず前者についていえば大きな変化は見られなかったといわざるを得ない. 特に前稿で指摘して
おいたように, 日本の国民に対する補償制度は旧軍人・軍属や公務員中心に組み立てられており
民間人に対する補償は ｢原爆被爆者援護｣ など一部を除いて全くなされていなかった. その意味
でも ｢抜本的改革が必要｣ であったのだが, 全然といってよいぐらい手がつけられてこなかった.
例えば, 既に 1972 年には民間の戦災傷害者たちがその補償・援護を国に求めて ｢全国戦災傷害
者連絡会｣ を結成し, ｢戦時災害救援法｣ の制定を訴え続けてきているが, この点についての政
府の対応も冷ややかで, 今もって実現の見通しさえ持てないでいる. 会は, 長い年月の経過とと
もに関係者の多くが年老い, あるいは死没して, 継続していくのさえ困難な状況に立ち至らされ
ているのである.
それに比べ後者の問題では, 1990 年代に入ってから大きな状況の変化を見ることが出来る.
日本に対して戦時中受けた被害の補償を求める他国の人々の活動が活発になり, 特に訴訟という
形をとってその実現をはかる活動が具体的に展開されてきたことである. 今日では ｢戦後補償｣
とか ｢戦後補償裁判｣ ｢戦後補償訴訟｣ という言葉がすっかり定着した.
この動きは, 前稿で触れた 1970 年代の二つの訴訟, 即ち ｢樺太抑留韓国人帰還請求裁判｣
(1975 年提訴) と ｢台湾人戦死傷補償請求訴訟｣ (1977 年提訴) を先駆けとし, 90 年代になって
から急速な展開を遂げるようになった (｢出版労連｣ の俵義文氏がインターネットのホームペー
ジ上で開示している ｢戦後補償裁判一覧表｣ を見るとこの様相がよく分かる). もっとも, だか
らといってこれらの裁判によって示された問題の一つひとつが広く国民的関心を呼び起こしたと
いうわけではない. その大半は, 一時的にマスコミによって報道されはしたものの, あまり人々
の記憶に留まらなかった. いや, 目にさえ入らなかったといってよいかもしれない. その中で
｢従軍慰安婦問題｣ だけはかなりの程度国民の関心を集め, 日本の戦争責任を考えるよすがとなっ
た.
｢従軍慰安婦｣ というのは, 戦時中の日本軍によって, 兵士たちの性欲の処理, 性病の予防な
｢戦争｣ へのこだわりと ｢戦前｣ 教育の軍国主義的体質
29
どのため (つまり戦力の減退を防ぐため) 動員させられ, そのために開設された ｢慰安所｣ など
で彼らの相手をさせられた女性たちのことである. この諸外国に例を見ない ｢慰安所｣ という施
設は, 1920 年代の末頃から作られ始め, 戦線の拡大とともに中国, 東南アジアの諸地域に広が
り, また日本国内でも北海道から沖縄に至る各地で開設された. 徴発, 連行された女性たちは日
本人, 朝鮮人のほかに, 中国, 台湾, フィリピン, インドネシア, タイ, ビルマ (現ミャンマー)
人たち, それに旧インドネシアの宗主国オランダ人などであった. その数は今もって把握されて
いないが, 推定で少なくとも 8, 9 万人, 多ければ 20 万人といわれている. 大多数が朝鮮女性で,
｢挺身隊｣ という名目で ｢勧誘｣ ｢強制連行｣ されてきた. 慰安婦たちは, ｢敗戦｣ によって現地
に置き去りにされたり, 殺されたりした者も少なくなく, 生還者の数も分かっていない.
この問題 (従軍慰安婦問題) が広く国民の関心となる直接の契機となったのは, 1991 年 12 月
に提訴された ｢アジア太平洋戦争韓国人犠牲者補償請求訴訟｣ である. 韓国在住の元従軍慰安婦
3 人が, ｢韓国・朝鮮人 BC 級戦犯｣ とともに, 初めて日本政府に謝罪と補償を求めて裁判 (東
京地裁) を起こしたものであった. このことがきっかけとなって, 以後この事柄の重要性の認識
が次第に広がり, いわば ｢社会問題化｣ とでもいってよいような状況が生み出されるようになっ
たのである.
勿論それ以前にもこの問題を積極的に取り上げようとした努力がなかったわけではない. 例え
ば日本の国会でも以前に何度か取り上げられているし, 関係する文献も刊行されている. ちなみ
に私自身がこの問題について関心を抱くようになった最初の書物は, 千田夏光 『従軍慰安婦』
(三一新書, 1978 年 9 月) であった. しかしながら, やはり, 慰安婦にさせられた本人が勇気を
出して自ら名乗りをあげ, 裁判という場で具体的に争うということのインパクトは大きかったし,
社会へアッピールする力もはるかに強かったということが出来る. 韓国国会でもこの問題が取り
上げられるようになり, 日本政府へ正式の調査を求めることなどもあって, これを機に国会にお
ける政府の答弁も変わっていく. また研究者による従軍慰安婦問題の公文書 (防衛庁防衛研究所
所蔵) の発見・公表なども手伝って, 従来のように ｢民間業者がやったこと｣ ｢政府や軍の関与
はなかった｣ ｢調査の手がかりがない｣ といったような答弁では収まりがつかなくなり, 翌 92 年
1 月, 宮沢喜一首相の韓国公式訪問を前に内閣官房長官 (加藤紘一) が旧日本軍の関与を公式に
認め, ｢衷心よりおわびと反省｣という ｢談話｣ を発表するところとなった. また訪韓した首相も
盧泰愚大統領との首脳会談, 共同記者会見, 韓国国会での演説でこの ｢おわびと反省｣ を繰り返
し表明した. こうしてこの問題に対する政府の ｢公式見解｣ が一応の整えを見せることになった
のである. 但し, 韓国での宮沢発言は ｢補償約束｣ への言及がなく, もっぱら裁判を ｢見守る｣
としていただけだったこともあり, 韓国民衆のこころをとらえることが出来なかった. ソウルで
は連日, 従軍慰安婦や強制連行労働などに対する｢補償｣ ｢戦後処理の完全清算｣ を求める集会や
デモが続き, 宮沢首相自身が ｢なかなか厳しい訪問でした｣ と同行記者団との懇談で語ったと報
じられるほどであった (『朝日新聞』 1992 年 1 月 18 日).
今改めて振り返ってみても, この問題に対する日本政府の基本的立場はこの時点ですっかり確
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立してしまったことが分かる. 即ち ｢謝罪｣ はするけれども ｢個人補償には応じない｣, 日韓両
国の国家間の賠償問題は ｢日韓条約｣ で既に決着済み, ということであって, 以後今日に至るま
で大きく変わることはなかった. 逆にいえば従軍慰安婦にされた人たちがいうように ｢こういう
ことでは真に謝罪されたことにもならない｣ ということになる. したがって韓国の人たちの不満,
対日批判はその後も絶えることがなかった. 前記俵氏作成の一覧表にも見られるように, その後
釜山の従軍慰安婦らによる提訴や在日韓国人従軍慰安婦の訴訟提起もなされている. またこのよ
うな政府の対応についての批判は韓国以外の国々にもあり, フィリピン人や中国人からの裁判も
現在進行中である. なお, 政府は ｢個人補償｣ についてはかたくなに拒んでいるが 例えば
1998 年 8 月の国連人権委員会 ｢差別防止・少数者保護｣ 小委員会の報告書討議においても, 元
慰安婦に対して国家賠償の義務を負うようにという求めを拒否している , それに代わる措置
として, 1995 年, 村山富市内閣 (自民・社会・さきがけ連立) は ｢戦後五十年事業｣ の目玉の
一つとして, 政府と切り離した形で財団法人 ｢女性のためのアジア平和国民基金｣ を設立した.
この ｢アジア女性基金｣ は, 賛同する国民から 5億円ほどの募金を集め, それを使って韓国, 台
湾, フィリピンの女性たちに ｢償い金｣ (一時金) の支給を開始する. しかしながらこの｢償い金｣
は ｢政府自身の補償とはいえない｣ ｢国家の責任があいまい｣ ということで当初から根強い反発
にあい, 受け取った人たちは 70 人ほどで, 想定された対象者の 4分の 1 程度にしかならなかっ
た. 特に韓国では否定的世論が強く, 韓国政府は元従軍慰安婦に対する新たに支援金制度を創設
して, 1998 年以後 ｢基金｣ からの ｢償い金｣ を一切拒否する姿勢をとり続けている.
ところで, 1990 年代に提訴された他の諸問題に対する政府の姿勢はどうかといえば基本的には
この従軍慰安婦に対するものと同一であるといってよい. その一番基礎にある考え方は, ｢サン
フランシスコ 『平和』｣ 条約｣ の締結 (1951 年 9 月, 発効は 52 年 4 月) および 54 年から 59 年
にかけて関係各国と行った賠償協定の締結, 賠償金の支払い (76 年終了) や, 中国の日本に対
する賠償請求権の放棄 (1972 年の｢日中共同声明｣) などによって, 戦後補償問題は総て ｢解決
済み｣ になっている, ということである. 戦争によって損害を与えた相手国に支払った賠償額お
よび準賠償供与額の合計は 6386 億円 (約 20 億 5000 万ドル) で, 国民一人あたりに換算すると
約 6300 円になるという (外務省戦後外交史研究会編 『日本外交 30 年』 など). こうしてこの問
題は国家間の賠償問題として既に決着を付けていることであるから, 日本としてはもはや必要な
責任は果たし終えている, したがって ｢個人補償｣ には応じる必要がないし, 応じるべきでない,
というわけである.
では裁判の方はどうであろうか. それらの中にはいくつか判決の出されているものもあるが,
その場合でも控訴, 上告中のものが大部分であって, したがってほとんど総てがまだ現在進行中
であるといってよい. 出された判決で見てみると, 原告側が示した ｢事実｣ をある程度認定し,
軍部ばかりでなく国家・政府の関与・責任を認め, 原告らの置かれてきた状況に何らかの配慮を
する必要性があることに言及するものが多くなってきているものの, 結局のところ政府のとって
きた行政上の取り組みについては違法性を認めず, ｢個人補償｣ についての原告の請求を棄却す
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るというのが大半である. したがって結論だけ取り出せば ｢原告敗訴｣ ということになり, 政府
の行為が ｢断罪｣ されるどころか大筋で容認されてしまう. それ故にまた, 原告側を得心させる
ところとならず, 上級の裁判で, ということになる.
ところで, 先の俵氏作成の一覧表には数多くの裁判名が記載されている (1999 年 6 月 20 日現
在のもので 48 件). いうまでもなくそれぞれの裁判は皆それぞれ固有の請求内容を持っており,
独自の意義を持っている. したがって一つひとつの裁判に着目し, そこにこめられている意味を
把握しておくことが必要だが, 同時にその全体的状況を見てそこから学ぶことも私たちに求めら
れている事柄であろう. その意味で少し前のものであるが藍谷邦雄 ｢戦後補償裁判の現状と課題｣
(『季刊 戦争責任研究』 No.10, 1995 年冬季号, 日本の戦争責任資料センター発行) や田口裕史
｢司法は責任を転嫁すべきではない─戦後補償裁判の現状｣ (『世界』 1996 年 9 月号) などが参考
になる.
ドイツにおける戦後補償
なお, 日本の戦後補償問題を考える時にはその対比としてよくドイツのことが取り上げられる.
事実, 参考になることが少なくない. (西) ドイツ政府は, ナチスドイツが引き起こした戦争責
任を果たすために, 被害者個人に対して直接の補償をし, また他国の被害者の場合にもその国の
政府と協定して被害者個人に補償の実が及ぶような措置をとった. その中心になった法律は
1956 年に制定された ｢連邦補償法｣ (BEG) である. そこでは, 補償の対象となる被迫害者につ
いて ｢ナチズムに対する政治的敵対関係を理由に, または人種, 信仰, または世界観を理由にナ
チスの暴力措置によって迫害され, それにより生命, 身体, 健康, 自由, 所有物, 財産, 職業上
の, 経済上の出世に損害を被った者｣ (第一条) と規定されている. 翌 57 年には ｢連邦返済法｣
(ユダヤ人から没収した財産の返済) と ｢一般戦争帰結法｣ (国家の不正による損害の補償) が制
定された. もっとも, ナチスの選民思想の犠牲となったロマ民族 (いわゆる｢ジプシー｣, ドイツ
人と同じアーリア系に属す. 強制収容所のガス室に送られた犠牲者 50 万人以上といわれている)
などに対する補償は, この時点では取り残されたといわざるを得ない. ｢連邦補償法｣ の被迫害
者として認められなかったこのロマ族や, 兵役拒否者, 同性愛者, 不妊を強要された人たちなど
に対する救済措置がとられるようになるのは, それから 20 年以上も後の 1981 年, ｢非ユダヤ系
被迫害者特別基金｣ が設置されるようになってからのことである. そのような問題があるものの,
これら三つの法律などに基づいてドイツ政府は既に個人補償を中心に 1000 億マルク (1999 年の
時点で 5兆 4000 億円) の支払いをした. その上 2030 年までに約 200 億マルクの支出を行うこと
にしているのである. さらに 99 年には, 戦時下にドイツの企業で強制労働に従事させられた被
害者に対する補償のために 100 億マルクを超える基金を設置することを決定した. この基金には
強制労働をさせた企業とともに国および州から資金を出し, ユダヤ人だけでなく, 捕虜, 政治犯
などにも適用することになっている. 戦時中に強制労働のために連行された者は 760 万人以上
(過半数が旧ソ連とポーランドから) といわれ, その内生存している被害者は約 100 万人で, こ
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れらの人たちが補償の対象となっている.
以上いくつかの事例を見ただけでもドイツと日本ではずいぶん大きな違いがあることが分かる.
勿論ドイツにおいても戦後補償が十全なものになっているとはいえないのであろうが, それにし
ても賠償・補償総額の桁違いの大きさ (国民一人あたり負担額も桁違い) をはじめ, 個人補償の
重視, 国籍・民族による差別や官民差別の払拭への努力等々, いずれも日本のそれとは質的に違
うといってもよいほど大きく異なっているといわざるを得ない.
ところでこの違いは一体どこからくるのであろうか. それについては幾つもの分析がなされて
いるが, その一つとして加藤周一氏のものをあげてみると, 氏は, 日本における ｢輸入された法
律｣ と個人の責任があまり追及されない社会習慣の違い, 責任を追及するユダヤ人と援助がらみ
で日本に遠慮するアジア諸国という ｢外的条件｣ の違い, 大勢順応主義につながる日本の文化的
伝統とドイツのそれとの違い, ジャーナリズムの取り組みの違い, の 4 点を指摘している. こ
の加藤氏のものも含め, この事柄に関する諸言説には, 特に 90 年代に入ってからのものでいえ
ば, ほぼ共通して意識されているといってよいことがある. ドイツ連邦共和国 (西ドイツ) ヴァ
イツゼッカー大統領 (のち統一ドイツの初代大統領) が, 1985 年 5 月 8 日, ドイツの敗戦四十
周年に際して連邦議会で行った演説である. この演説は多くのドイツ国民に深い感銘を与えたば
かりでなく, 世界中に広く知れ渡り, たくさんの人たちの感動するところとなった. 日本でもそ
の年の内に雑誌 『世界』 や 『朝日ジャーナル』 などに翻訳掲載され, また前者は翌年 2月に岩波
ブックレット 『荒れ野の 40 年』 として刊行されて多くの読者を得ている. 全体が非常に格調の
高いものであり, いろいろと学ぶことが多いが, 今ここでのテーマ (戦後補償における日独の違
いの根底にあるもの) に沿ってその主張するところを探ってみると, 第一は自国の歩み (歴史)
を真正面から見据えること, 第二はそこに示された行為に責任を持つこと, 第三にそのことが現
在 (そして未来) を生きるうえで重要であるということ, と, こんな風におさえることが出来る
のではなかろうか. ｢罪の有無, 老幼いずれを問わず, われわれ全員が過去を引き受けねばなり
ません. 全員が過去からの帰結に関り合っており, 過去に対する責任を負わされているのであり
ます.｣ この戦争責任意識の明快さ, ここに戦後補償の取り組みに対するドイツの姿勢が象徴
的に示されているといってよい.
ナチス犯罪 (殺人) に対する ｢時効｣ を廃止 (1979 年) して今なお続けられる戦争犯罪人の
追及と, 他方での出来得る限りの戦後補償, 即ち ｢加害｣ の追及と ｢被害｣ への補償・救済とい
う両輪によって戦争責任を果たそうとするドイツ. 戦争犯罪を曖昧なままにし, 補償・救済の道
もひと筋ではいかない日本. この点に関する限り両者の隔たりは残念ながら随分と大きい. 既に
いろいろな所で引用されている大統領演説の一節 ｢過去に目を閉ざすものは結局のところ現在に
も盲目となります｣ は, 私たち日本人にとってより一層重たい意味がある. そのことを改めてしっ
かりとかみしめておきたいと思うのである.
もっともそのドイツにおいても心配事がないわけではない. 特にネオナチの問題は見過ごしに
出来ない事柄であり, 彼らによる ｢外国人襲撃｣ 事件などは大きな衝撃を与えた. しかしながら
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そういった動きに対しても, 直ちに, ごく自然のうちにそれに反対する人々の輪が形成され, 抗
議行動が展開される. そこには若者たちの姿も少なくない. そんな事態をあれこれ見るにつけ,
私たちは一方でナチズム復活に対する不断の警戒心の必要性を学ぶとともに, 他方で, ドイツ国
民の中に培われている歴史意識の深さに感じ入ってしまうのである. 但し同じヨーロッパの国で
はあるけれど, 隣りの国オーストリアで最近進行している事態を見てみると状況は極めて深刻な
面があることを思い知らざるを得ない. 周知のようにオーストリアは, かつてナチス・ドイツに
併合され, 第二次大戦後の 1955 年に主権を回復, その時以来積極的な永世中立政策を掲げてき
た. ところが 99 年 10 月の総選挙で極右政党自由党が社会民主党に次ぐ第二党に躍進. 本年
(2000 年) 2 月国民党と連立を組み, この両党による連立内閣が成立したのである. 自由党はナ
チスを肯定し, 極端な民族排外主義を唱えるヨルグ・ハイダー党首 (当時) の率いる政党で, 既
に 87 年の地方議会選挙で州議会議員の数を大きく増やし, 南部のケルンテン州ではハイダー州
知事が誕生していた. この度の保守右翼連立政権 (首班は国民党) の発足という事態で欧州連合
(EU) は騒然となり, 他の加盟 14 ヵ国は直ちに ｢政治的接触の中止｣ などの制裁措置発動に踏
み切った. また国内でもデモや集会などが開かれ, これら内外の抗議活動の展開によりハイダー
党首の辞任 (但し形式的なもので, 実質は維持) といった対応も見られる. が, 政権発足後 1ヵ
月余り経った今でも依然として大きな揺れが続いている. この極右政党の政権入りは, 基本的に
は移民急増に対する国民の不満や, それまでの大連立政府下で作られた与党 (社民党・国民党)
の特権 ｢プロポルツ｣ (省庁や国営・公営企業のトップ人事を両党で分け合い, 独占する仕組み)
に対する国民の批判を吸収したところにあるが, 同時にオーストリアにおける戦争犯罪の責任を
追及する取り組みの弱さ・弱点を反映したものでもあった. つまり, ナチス・ドイツに併合され
て第二次世界大戦に臨んだオーストリアでは, 自らをナチスの被害者とする意識が強く, 積極的
にナチスの犯罪に加担したその ｢加害責任｣ を厳しく追及するという姿勢をとらないできた. そ
のことが, 今日のような事態をもたらす有力な要因の一つとなっているというわけである.
以上, 前稿執筆時から大きく変化した問題の二番目として ｢戦争被害補償問題｣, 今日では一
般的に ｢戦後補償問題｣ と呼ばれるものについてやや詳細に述べてきた.
｢戦後五十年国会決議｣ と首相談話
続いて三番目の, ｢戦後五十年国会決議｣ についてである.
この決議は正式には｢歴史を教訓に平和への決意を新たにする決議｣と題するもので, アジア・
太平洋戦争終結 50 周年の年 (1995 年) 6 月 9 日の衆議院本会議で与党 3党 (自民・社会・新党
さきがけ) の賛成多数で採択された. 時の首相は村山富市社会党党首であった. 全文は以下のと
おりである.
本院は, 戦後五十年にあたり, 全世界の戦没者及び戦争等による犠牲者に対し, 追悼の誠
を捧げる.
また, 世界の近代史上における数々の植民地支配や侵略的行為に思いをいたし, 我が国が
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過去に行ったこうした行為や他国民とくにアジアの諸国民に与えた苦痛を認識し, 深い反省
の念を表明する.
我々は, 過去の戦争についての歴史観の相違を超え, 歴史の教訓を謙虚に学び, 平和な国
際社会を築いていかなければならない.
本院は, 日本国憲法の掲げる恒久平和の理念の下, 世界の国々と手を携えて, 人類共生の
未来を切り開く決意をここに表明する.
右, 決議する.
この決議にはその文面からも重要な問題点が見て取れるし, また決議のされ方にも大きな問題
があるが, それにしても日本の国会 (衆議院) がこの種の決議をしたこと自体はやはり一つの変
化として注目しておかなければならない. あの ｢敗戦｣ から 50 年, 半世紀もの長き時間を要し
てたどりついた一つの結果がここに示されているからである.
周知のように ｢戦後｣ 一貫して政権の座にあった自民党政府 (前身の自由党, 民主党時代を含
めて) は, アジア・太平洋戦争を ｢侵略戦争｣ と認めることに反対してきた. 少なくとも ｢侵略
の事実｣ をはっきり認識し, ｢戦争責任｣ を積極的に果たそうという努力をしてきたとはとても
いえない. その自民党がこの決議に賛成した背景として重要なことは, 何といっても 1993 (平
成 5) 年 8 月の細川護煕日本新党代表を首班とする非自民連立内閣の成立によって自民党長期政
権が崩れ, 政界に大きな変化が生まれ始めたことである. その細川首相は不祥事によって短期間
で辞任. 引き続き新進党の羽田孜内閣が誕生. そのあと連立内閣から離脱した社会党, 新党さき
がけと, 野党であった自民党が組んで 94 年 6 月村山内閣の誕生となる. つまり自民党は国会議
員数ではいつも最大であったにもかかわらずもはや単独で内閣を組織する力量を失っていたので
あった. また細川首相はかつての戦争に対して ｢侵略戦争｣ ｢間違った戦争｣ との認識を示し,
歴代自民党首相が出来得る限り避けようとしていたこの言葉をはっきりと口にしていたし, 羽田
内閣は ｢南京大虐殺はでっち上げ｣ 発言をして国際的な非難をあびた永野茂門法相を更迭せざる
を得ないような事態が続き, もはや戦後 50 年の節目を何もせずに過ごすことは難しいような政
治的状況になっていたのである. ｢国会決議｣ はこういった中で生まれた与党 3党の政治的妥協
の産物であった. したがってその中には曖昧さや事実の歪曲とでもいってよいようなことが含ま
れていた. それ故にまた, 国内的にも, 国際的にもいろいろな批判が出されたのは当然であった
といわなければならない.
その批判の焦点は, この決議では, 天皇制政府によって遂行された ｢侵略戦争｣ を ｢世界の近
代史上における数々の植民地支配や侵略的行為｣ の一つとして一般化し, 事実上その戦争責任を
免罪している, というところにあった. 侵略戦争への反省や謝罪の意識が希薄で, したがって誠
実な ｢戦後補償｣ への姿勢が見られないどころか, かえってそれを合理化してしまっているとい
うことである. 特に中国, 韓国などあの戦争によって大きな被害を受けた諸国の反応は厳しかっ
た.
もう一つ注意しておかなければならないことは, このような不十分なものであったにもかかわ
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らず提案者側, 特に自民党の抵抗は根強く, 欠席者が続出する事態の下で採択されたものだとい
うことである (日本共産党が反対, 新進党が欠席, 与党社会党の一部も欠席. この結果, 可決さ
れたとはいうものの本会議での賛成者数は全衆議院議員の半数以下). また, 参議院では採択さ
え見送られてしまったのであった. 参院での見送りが決まった翌日の 『朝日新聞』 (1995 年 6 月
15 日) は, ｢衆院では新進党が欠席, 与党も大量に欠席, 参院は見送り―戦後五十年の国会決議
は, 無残な結末をさらした｣ とした ｢傷だらけになった戦後決議｣ という副題のついた編集委員
署名記事 (早野透) を掲載している. まさに事態はそのようなものであった.
このように, この国会決議は内容的にも採択の過程においても多くの重要な問題をはらむもの
であったが, しかしながら少なくとも手続き的には合法性を持って決議されたものである. だと
すればその後の取り扱いでは, 部分的にでも含まれている積極面をいかに活用するか, が大切に
なる. 前記署名記事はその最後を ｢今回の傷だらけの決議でも, 日本が加害者であったことを認
めたことは確かである. せめて, そこを日本政治の歴史意識の成熟への一里塚としたい｣ と記し
ているが, 多くの人たちにほぼ共通する思いであったといってよいのではないかと思う.
もっともこの決議の持つ不十分さ, ひ弱さは, 当の村山連立内閣 (改造) の中からすぐにとび
出した新任閣僚島村宜伸文相の ｢侵略戦争免罪発言｣ で露呈してしまう. 国の内外から強い批判
が巻き起こり, そのような中で村山首相は, 8 月 15 日, ｢戦後 50 年首相談話｣ を発表する. そ
こでは ｢植民地支配と侵略によって, 多くの国々, とりわけアジア諸国の人々に対して多大の損
害と苦痛を与え｣ たこと, ｢疑うべくもないこの歴史の事実を謙虚に受け止め, ここに改めて痛
切な反省の意を表し, 心からのお詫びの気持ちを表明｣ することが述べられた. しかしながら,
文相罷免をせずに何かとかばおうとしていた中での発表であり, また戦後補償をどのようにする
のかなどについての言及が全くなされていないこともあって, この談話に対しても ｢うわべだけ｣
｢口先だけ｣という批判や警戒感が各所から湧き上がった (このような動向の中でしばらくして文
相罷免という事態になった. なお従軍慰安婦問題に対する村山内閣の方針, 取り組みについては
既に触れておいた). こうして村山談話も双手を上げて喜べるようなものではなかったけれど,
しかし日本の内閣によって侵略の事実と反省, 謝罪とがともかく明示されたということは国民に
とっても重要な意味がある. 以後のこの種の問題に対して日本政府がこれ以上後戻り出来ない壁
として機能させる, そういった ｢武器｣ の一つになり得るからである. ｢五十年決議｣ と ｢首相
談話｣, そこには多くの弱点と警戒を要する問題が内包されているけれど, それらをうまく活用
して状況を変えていくことに役立たせることが必要である, と考えるのである.
なお, ここに, 戦後補償問題などこういった諸問題を考えるうえで極めて大きな意味のある専
門的な研究機関が設立され, 積極的な活動を展開していることをひとこと特に記しておきたい.
1993 年 4 月に発足した ｢日本の戦争責任資料センター｣ のことである. 同センターは ｢民間の
立場で真相の究明を中心に戦争責任問題, 戦後補償問題の解決に必要な研究を行うことを目的｣
としており, 機関誌 『季刊 戦争責任研究』 なども発刊して活発な活動を繰り広げている. 戦争
犯罪・戦争責任・戦争被害補償などといった諸問題を考察, 研究するうえで大いに役立ち得る研
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究機関として今後とも発展することを私も期待している一人である.
｢昭和天皇｣ の死と国民の意識
引き続き第四のことに入りたい.
1989 年 1 月, 64 年という最長在位期間を持つ ｢天皇裕仁｣ (昭和天皇) が死去した (引き続き
｢皇太子明仁｣ が天皇に即位). その折の国民とマスコミの対応の異常な高まりは 10 年ほど経っ
た今でも忘れることの出来ないほどのものであった. 当時の新聞を開いてみると, 特に最後の頃
には連日, 天皇の病状がそれこそ刻一刻といってもよいような状況で報道され, また ｢快癒を願
う｣ 国民の記帳の模様が次から次へと報じられた. 役所などには記帳所が設けられ, それをしな
いものは何か ｢不心得者｣ であるかのように錯覚してしまいそうな雰囲気が醸成された. その様
子は私たちの眼から見ると異様としかいいようのないほどのものであった. では何故そのような
状況が現出したのであろうか. それを一言でいえば, 政府などによる天皇の政治的利用, その死
までも活用する統治者の思惑と, それに加担したマスコミ, それに ｢踊らされた｣ 国民, という
ことになる. では何故国民は ｢踊らされた｣ のであろうか. その要因はいくつもあろうが, その
一つとして欠かすことの出来ないことは (本稿のテーマとの関わりでいえば) 天皇に対する ｢戦
前｣ 意識の払拭の不十分さということである.
いうまでもなく ｢昭和天皇｣ の地位は, ｢戦前｣ の 20 年と ｢戦後｣ の 40 余年との間に抜本的
な違いがある. ｢大日本帝国憲法｣ の下で ｢元首｣ として, また ｢神聖ニシテ侵スへカラス｣ と
して国民 (臣民) の前に君臨した天皇と, ｢日本国憲法｣ の下 ｢日本国の象徴｣ ｢国民統合の象徴｣
であり ｢その地位は, 主権の存する国民の総意に基く｣ ものとされた天皇との間には百八十度の
開きがある. この異質性の認識の度合いが, 率先して記帳所へ行った者, 駆り立てられて行った
者と, そうでなかった者との間にある行動の違いを生み出した一つの要因であった, ということ
が出来よう.
勿論 ｢戦後｣ の教育は, 憲法学習や歴史の学習などを通してこの違いを明確に理解することの
重要性を身に付けることを教えてきた. しかし, 日本の政府は, さまざまな機会を通じて天皇を
政治的に活用することに意を用いてきたし, その与党としての自民党などは ｢憲法改正｣ の取り
組み (その中心的ねらいは, ｢第一章天皇｣ の ｢改正｣ による天皇の元首化と, ｢第二章戦争の放
棄｣ を ｢改正｣ して ｢陸海空軍その他の戦力｣ を保持すること) を積極的に進めてきた. そのた
めもあって ｢戦前｣ の天皇制からの決別はなかなか成し遂げられないでいるというのが実際のと
ころなのである.
そのような政治的動向とともに国民の意識を制約しているものとしてもう一つ注目しておかな
ければならないのが, ｢戦前教育｣ のもたらした根深さということである. その教育を一言でい
えば ｢天皇制教育｣ ということになるが, 1889 (明治 22) 年公布された ｢大日本帝国憲法｣
(｢明治憲法｣) とその翌年頒布された ｢教育二関スル勅語｣ (｢教育勅語｣) に基づいて展開された
ものである. 天皇主権を基軸にした ｢帝国憲法｣ の下, 天皇中心の ｢国体｣ に即した国民を形成
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するための基本方針, および国民道徳の規準として策定されたのが ｢教育勅語｣ であった. そこ
には, 古代の神話や伝説を利用した日本の国は ｢神の国｣, 天皇は ｢現人神｣ などという観念を
前提として, そのうえに家父長制道徳の徳目や戦争に際しての献身などといったことが記され,
しかもそれらは時間と空間を超えた永遠普遍の原理であると説かれている. つまり ｢戦前｣ にあっ
ては, 神格化された天皇とその天皇によって統治された神国日本に対して ｢忠君愛国｣ ｢滅私奉
公｣ の精神にいろどられた ｢忠良ノ臣民｣ を形成することが教育の目的であり, 役割とされたの
である. この理念に基づいて学校には, 菊の御紋章 (天皇家の紋章) の下, 御真影 (天皇・皇后
の写真) と ｢勅語｣ が配布され, ｢日の丸｣ と ｢君が代｣, ｢修身｣ といったものに代表されるよ
うな教育活動が日々展開され, 広く深く浸透していった. そしてそれは, 日本国内は勿論のこと,
朝鮮や台湾, 旧満州といった植民地の人々にまで強制されたのである.
こうして ｢戦前｣ の日本の教育は, 国民の思想や価値観を統制することに巨大な力を発揮した.
今日でも ｢教育勅語｣ と ｢歴代天皇｣ をそらんじていて忘れることが出来ないという人に時々出
会うことがあるが, それも ｢戦前｣ 教育の強烈さの一面を表しているといってよい. ところで,
｢戦前教育｣ の ｢成功｣ をもたらした鍵, つまり ｢天皇神格・神国日本｣ イデオロギーを国民の
意識の中から取り除いていこうという動きは, ｢戦後｣ まず連合国軍の手によって始められた.
また敗戦の翌年 (1946 年) 1 月 1 日に天皇自身が ｢新日本建設に関する詔書｣, いわゆる ｢天皇
人間宣言｣ を出してその神格化を否定したことによって弾みがつき, 決着がつくはずであった.
そして 11 月 3 日の ｢日本国憲法｣ の公布によって, 確かに制度上の国民主権は確立し, この流
れは決定的なものとなった. しかしながら意識の中にある天皇制はなかなか払拭することがむず
かしく, その後も長い間人々の心の隅に居座り続けたのである. ｢戦後｣ だいぶ時間が経ったあ
とでも仏間や居間などに天皇の写真が飾られていたところも決して珍しいことではなかった. こ
の流れに一つの転機をもたらせたのが皇太子の結婚 (1959 年 4 月) である. それまで天皇家の
結婚は皇族・華族の中からに限られていたが, その原則が通じなくなりいわゆる ｢平民｣ 出の皇
太子妃が誕生して ｢ミッチーブーム｣ が捲き起こったのであった. このことにより皇室人気が確
かに高まったといえるが, 他方天皇に対する国民の神性意識は明らかに薄らいでいったというこ
とが出来る. 89 年の昭和天皇の死は, 庶民の中に残っていたこの ｢戦前｣ からの意識 (神とし
ての天皇) に終息を与えるものであった. 大喪の儀をはじめとする一連の古色蒼然たる葬儀やそ
れに続く現天皇の即位の諸行事 (大嘗祭など) の中で天皇の ｢神性｣ を最大限アッピールし, 国
民の同情と支持を得るという試みはごく一時的には盛り上がりを見せたものの, 長続きはしなかっ
た. 今や, 現在の天皇に ｢神性｣ を見出す者などよほどの例外を除けば全くいないといってよい
ほどの状況になっている.
もっとも今ここで問題にしているのは国民レベルの天皇 (制) に対する感覚や意識のことであっ
て, 2000 年 4 月小渕恵三首相 (自民・自由・さきがけ連立内閣) の死去によって誕生した森喜
朗首相 (自民・公明・保守連立内閣) の ｢日本は天皇を中心とする神の国｣ 発言に典型的に見ら
れるような, そういった意識の者たちが中枢にいて現実の政治を動かし, 折あればそのような感
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覚・思想の復活, 国民的定着を狙う大きな力となって存在していることを見過ごしたり, 軽視し
たりしていいといっているのではない (ましてやその死によって ｢昭和天皇｣ の ｢戦争責任｣ が
なくなったなどというのは論外である). そうではなくて, ｢帝国憲法｣ や ｢教育勅語｣ に基づく
教育やマスコミなどによって国民の中に根深く形成され ｢戦後｣ もその日常生活の部分で払拭す
ることのなかなかむずかしかった ｢天皇信仰｣ が大きく様変わりをしたということに注目してお
きたいのである. ｢神｣ として振舞ったことのある, そして ｢神｣ としてあがめられたことのあ
る生身の ｢人間｣ は既に過去のものとなり, その呪縛が人々を捉えることはもはやほとんど不可
能になったのである.
以上 4点にわたって述べてきたように, ここ十余年ほどの間に本稿のテーマに関わる問題状況
に大きな変化や発展が認められる. しかしながらそのことは, ｢あの戦争｣ に対するこだわりか
ら私たちを解き放つというようなものではない. むしろ私たちに ｢あの戦争｣ へ眼を向けること
の必要性を一層強く求めており, そこから学んで私たちの歴史意識をより深く, より確かなもの
にすることを要求しているのである.
4. ｢戦前｣ 日本教育の軍国主義的体質 教育の戦争責任
1999 (平成 11) 年 7 月, 日本の国会は衆参両院に憲法調査会を設けることを決定した. この
調査会は翌年 1月の通常国会で実際に設置され, 2 月から活動を開始した. ｢日本国憲法｣ の下
で国会に ｢憲法｣ を専門に議論する場が設けられたのは初めてのことで, その動向が注目されて
いる. 決定時の内閣は自民党と自由党の連立内閣で, 設置時にはこの連立に公明党が加わってい
る. 首班はいずれの時も自民党の小渕恵三であった. この調査会が具体的な活動に入る直前, そ
れと連動しながら ｢教育基本法改正｣ の動きが国会の場で急浮上し, それに呼応して小渕首相は
内閣総理大臣の私的諮問機関という形をとった教育改革国民会議を立ち上げた (2000 年 3 月,
座長江崎玲於奈). ところが, ほどなく小渕首相は急逝してしまう. その後を継いだ森喜朗首相
は ｢教育改革｣ を政策の目玉の一つにして内閣 (自民・公明・保守連立内閣) を組織し, ｢教育
基本法｣ の ｢改正｣ に強い意欲を示した. その首相の下, 教育改革国民会議は 9月に ｢中間報告｣,
12月に ｢教育を変える17の提案｣ と題する正式 ｢報告｣ を行ない, その中で ｢政府においても……
教育基本法の見直しに取り組むことが必要である｣ として ｢新しい時代にふさわしい教育基本法｣
の制定を提言した. こうして今日 ｢教育基本法正改正｣ を具体的日程にのぼせる準備が整えられ
たのである. もっとも現実の森内閣は, 首相自身の ｢失言｣ 問題や官房長官の不祥事による更迭,
景気対策の手詰まり, KSD事件, ｢機密費｣ 流用問題, 米原子力潜水艦による ｢えひめ丸｣ 沈没
事件での失態など, 次々に持ち上がる問題に右往左往し, 適切・十全な対応を成し得ずに国民の
信頼を失い, ｢教基法改正｣ に本腰を入れて取り組むだけの力を持っているとはとても思えない
状態にある. マスコミ調査による内閣支持率も次第に減少, 2001 年 2 月にはついに一桁台とい
うところにまで落ちてしまっている.
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こういう状況なので, 現時点でただちに ｢教基法改正｣ が実行に移されるという可能性はそれ
ほど高くないと判断される. しかしながら政府や自民党などの中にはそれを求める強い力が存在
しているので, 時機到来と見れば何時でも強引に実施するという危険性がある (教育改革国民会
議の ｢御墨付｣ もあることだし). ｢教基法改正｣ の動きを危惧し, 心配する者たちにとって, 現
状は決して気を抜いてよいというような状態ではない.
ところで ｢教基法改正｣ 論者は誰も ｢時代の流れに 『教基法』 がそぐわなくなった｣, ｢新しい
時代に即したものを｣ と主張するが, 森首相の発言によく現われているように, その裏側には
｢教育勅語｣ 肯定・復権 (少なくとも部分的肯定・復権) の意識がほぼ共通に認められる. さら
にまた日本の行ったかつての戦争 (アジア・太平洋戦争) に対して ｢侵略戦争｣ と認めることに
抵抗感や拒絶感を持ち, ｢天皇の戦争責任｣ にいたっては思いをいたすことさえしない, という
傾向をほぼ共通に持っている. つまりかつての ｢戦争｣ や, その中で果たした ｢教育｣ (その中
核に位置した ｢教育勅語｣) の役割などに, きちっと目を向け, 科学的な認識にするということ
に積極的な姿勢を持っていないということである. ということは, 本当に ｢教育基本法｣ を守り
そこに示されている理念を現実化するためには, 教育問題の現状とそのような情況を引き起こし
ている根本的な原因 (責任の所在) についての理解を深めるだけではなく, 日本の教育が果たし
てきた役割をしっかり見ておくことが必要だということになる. そしてそこのところまで踏み込
まないと, その ｢改正｣ 論議にしっかりした決着をつけることが出来ないといわざるを得ないの
である. ｢戦争と教育｣ ｢教育の戦争協力・戦争責任｣ というテーマは, ｢帝国憲法・教育勅語｣
に連なる道か, それとも ｢日本国憲法・教育基本法｣ なのか, その何れを私たちは採るべきかを
改めて判断するうえで大事な示唆を与えてくれる.
近代日本の教育の歩みをそういった角度から見直してみる時, 前述したように少なくとも大き
く二つの点での把握が必要となる. 一つはその中に内在する国家主義・軍国主義的体質を見抜く
こと. もう一つは学校や教師たちが果たした個別具体的な ｢戦争協力｣ の姿を捉えることである.
もっともこの作業を本格的に成し遂げるためには莫大な時間とエネルギーが必要であり, おそら
く個人の力ではとても成し遂げ得ないのではないかと思われる. 力と知恵を寄せ集め本腰を入れ
てこの課題に取り組む組織的主体が形成されることが不可欠であろう.
以下の論述では, 当然そのような大きな課題を意識しながらも, 紙幅の都合あり, 前者につい
てだけ, しかもその概略を記すことになる.
 近代公教育制度成立に内在する軍国主義 ｢明治｣ 初期
今改めて日本の近代公教育を振り返ってみると, わが国の場合はその成立の時期から既に軍国
主義を内在化し, その質的な意味合いが非常に大きかった, という点でヨーロッパの近代公教育
の成り立ちとずいぶん異なっていると思わないわけにはいかない.
日本の公教育史上, ｢小学校｣ という名称が最初に用いられたのは静岡藩の沼津兵学校付属小
学校で, 1868 (明治元) 年 12 月に開設された (当初の名称は徳川家兵学校付属小学校). そこで
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は, 寺子屋, 郷学 (校) など近世において中心的な役割を果たした教育機関とは異なる斬新な教
育活動が展開された. このように近代的小学校の初めが洋式兵学を教えるための兵学校に併設さ
れた学校であったこと, このことは日本の教育のその後の歩みを象徴しているようで興味深い.
それはともあれ, 周知のように, 近代的な学校教育制度が全国的規模で本格的に開始されるよ
うになるのは ｢明治｣ 初年の ｢学制｣ の制定による. 1872 (明治 5) 年旧暦 (太陰暦) 8 月の文
部省布達 ｢学制｣ (およびその ｢序文｣ ＝太政官布告 ｢学事奨励に関する被告仰出書｣) である.
この ｢学制｣ は, 全体として個人主義的, 功利主義的なものであり, 維新政府の代表的な ｢開明
政策｣ の一つとして今日でも高く評価されている. 学問を立身・治産・昌業のもと (｢身を立る
の材本｣) とし, 総ての子どもたちに学校 (｢小学｣) へ行くことを求め, 逆に ｢学問は士人以上
の事とし国家の為にす｣ というのは ｢従来沿襲の弊｣ として退けるなど, こういった考え方は明
らかに近代的な性格を持つものであった.
ところで, ｢学制｣ が近代公教育制度の礎であったということは間違いないといってよいし,
そこに描かれていることが開明的, 進歩的であったということもそのとおりであるが, しかしだ
からといって私たちはその評価をそのまま鵜呑みにするわけにはいかない. 日本の近代化の上で
｢学制｣ が果たした役割・意義を見定めるためには, 少なくとも次のような事柄を合わせ見てお
かなければならない.
① 維新政府が ｢学制｣ 以前に執り行った教育政策・教育活動の中で, 庶民・大衆のための小
学校は読書算など日常生活に必要な知識・能力をつけることと同時に, 学校教育を通して治
安の安定化をはかるという ｢治安の具｣ (治安対策機関) としての役割を併せ持たされてい
た.
② 神道思想に基づく大規模な国民教化事業 (｢天皇神格｣ イデオロギーによる国民思想の統
合化) として復古的・反動的な ｢大教宣布運動｣ が ｢学制｣ に先行して開始され, 並行して
進められ, ｢学制｣ 廃止後もしばらく続けられた. そのために膨大なエネルギーが費やされ
ている.
③ ｢学制｣ とともに維新政府の三大開明政策の一つ ｢徴兵制｣ が同時期に打ち出されている.
天皇による全国徴兵の ｢詔 (みことのり)｣ と太政官 ｢告諭｣ が 1872 (明治 5) 年 11 月, そ
れに基づく ｢徴兵令｣ の発布は 1873 年 1 月. これによって国民皆兵主義の下, 満 20 歳の男
子を徴集検査して陸軍に 3年間服務させることとなり, 近代的な軍事制度が (実際には広範
な免役制度があったが) ひとまず整備されることとなる. そのことは当然のことながら兵士
たるに必要な教養や能力の形成という新たな課題を必然化させるものでもあった.
④ 文部省が ｢学制｣ の制定に当たって太政官宛に出した ｢伺｣ (今日でいう立法趣意書にあ
たる) では, 国家の ｢富強安康｣ をはかる手段として人民に就学を督励する旨の説明がなさ
れている. また府県が, ｢被仰出書｣ (｢学制｣ 序文) を受けて住民向けに出した ｢就学告諭｣
｢就学諭言｣ といったものの中には, 愛知県 ｢就学諭言｣ をはじめいくつかのところで, こ
の伺文の趣旨に通じる文意のものが認められる.
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⑤ この伺文のように, 国家の独立・繁栄をはかるため, 富国強兵・殖産興業政策の方法の一
つとして学校 (教育) が有用であり必要であるという発想は, たとえば参議木戸孝允をはじ
め当時の為政者や教育者の中ではむしろ一般的なものであった.
⑥ ｢学制｣ が頒布された後の地方の ｢達｣ の中には, 従前の, つまり小学校教育を治安対策
の機関としても役立たせようという考え方に基づいて ｢学制｣ を理解し, その角度から ｢学
制｣ の趣旨の徹底を図ろうとするものも見られる.
こういった諸状況を総合的に見てみると, 従来国民の間に定着していたといってよいような
｢学制｣ 像 (｢学制｣ についての認識) とはおよそ異なった姿が見えてくる. 確かに ｢学制｣ (序
文と本文) に表現されたものは個人主義的, 功利主義的であり, すこぶる開明的, 進歩的である
けれど, それを歴史の全体の中に位置付け直してみるとそう単純に評価する訳にはいかない. 政
府の側からすれば ｢学制｣ もまた国家統一, 国力の拡充強化のための一方策であり, 治安維持・
治安対策上の政策の一部なのでる. その意味で ｢学制｣ は表層における個人主義, 功利主義の大
宣伝にもかかわらず, 本質は国家主義であり, 富国強兵政策の一環なのであった.
｢学制｣ およびそれに基づく新しい学校 (制度) が, 当時の人々の中にすっきりと迎え入れら
れなかったばかりでなく, 時に激しい反発や抵抗にさらされるところとなったのにはいろいろ訳
があったけれど, 根本的には ｢学制｣ の持つこのような本質に根ざしていたといわなければなら
ない.
 富国強兵のための教育, 天皇制教育体制の確立 ｢明治｣ 中期～ ｢大正｣ 初期
｢学制｣ によってとにもかくにも全国的な規模で組織的な歩みを始めた日本の公教育は, 自由
民権運動との対応とそれを経て生まれた新しい政治・社会状況の中で, その国家主義的再編強化
をはかり, 富国強兵のための教育という性格を強め, いわゆる天皇制教育体制の基盤を確立・磐
石化していく.
1874 (明治 7) 年 1 月の板垣退助らによる ｢民撰議院設立建白｣ を契機にして開始された自由
民権運動は, 次第に大きな力を発揮するようになり, 80 年に入ると最盛期を迎えるようになる.
その力に押された政府は ｢明治 14 年の政変｣ によって, 10 年後の 1890 (明治 23) 年に憲法制
定と国会を開設することを予告 (天皇の勅諭という形で) するところとなった. その方針に基づ
いて政府機構を抜本的に改変, 85 (明治 18) 年 12 月, 太政官制を廃止して内閣制度が創設され
た. そしてこの折に新しく生まれ変わった文部省 (初代文部大臣に森有礼就任) が中心となって,
｢学制｣ およびその後の ｢教育令｣ ｢改正教育令｣ によって展開されていた日本の教育に新たな流
れが形成されていくこととなったのである.
この自由民権運動との拮抗の中で政府・文部省がまず行った教育政策は, ｢学制｣ 以来の政策
を再編することであった. 従来の教育を ｢知育偏重｣ と批判し, 反対に ｢徳育強化｣ ｢徳育重視｣
を前面に打ち出して, 天皇制と封建道徳を基本に据えた儒教主義的徳育教育化を図ることである.
1879 (明治 12) 年 8 月天皇による最初の教育指針 ｢教学聖旨｣ (｢仁義忠孝｣ の精神が強調され
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ている) が出され, その趣旨に基づいて
① 修身を教科の筆頭に位置付ける (｢教育令｣ の改正, ｢小学校教則綱領｣).
② 幼童のための修身書 『幼学綱要』 を編纂・刊行する (宮内省).
③ その書を教師用書として官公立学校に頒布する (文部省), 等々.
こういった施策が次々と実施されていった. こうしてわが国の教育と国民道徳の上で天皇が中
心的な役割を果たすという状況がつくり出されていったのである. この ｢教学聖旨｣ は後の ｢教
育勅語｣ の元となった.
また, 文部省は教員の任務をこの儒教主義的徳育強化策にふさわしいものに改めるために,
｢改正教育令｣ (第三十七条但書 ｢品行不正ナルモノハ教員タルコトヲ得ス｣) に基づいて ｢小学
校教員心得｣ (文部省達, 1881 年 6 月) を出し, ｢普通教育ノ弛帳｣ は ｢国家ノ隆替二係ル｣ こ
と, その任に当たる小学教員の任務は重大で, その職務は ｢尊王愛国ノ士気ヲ振起｣ するなどし
て ｢国家ノ安寧福祉ヲ増進スル｣ ことにある, こういったことを強調したのであった. さらにま
た, 自由民権運動の高まりに畏怖した政府が出した ｢集会条令｣ (1880 年 4 月) による政治活動
禁止方針を受け止め, 教員を政治的に隔離することによって, 政府に対する批判的言辞や批判意
識を封じ込めていく. こうして教員は天皇制教育教化の指導者にまつりあげられていくのである.
このように天皇が主導的な役割を果たせるようにする措置は軍事・兵制の面でよりはっきりし
た形で整えられていった. そのことを明確に示しているのが 1882 (明治 15) 年 1 月に発布され
た ｢軍人勅諭｣, 正式名称 ｢陸海軍軍人に賜はりたる勅諭｣ である. 自由民権運動におされて立
憲制への譲歩をやむなくされた明治政府は, この勅諭の発布によって, 軍隊を直接天皇の統率の
下に置き, いかなる事態が発生してもそれを鎮圧することが出来るように, 統帥権の独立, つま
り軍事に対する政治 (議会) 介入の余地がないようにすること (政治の枠の外に置くこと) を企
図したのであった. これによって軍事が天皇に直属すること (天皇制軍隊の創出), また軍人が
守るべきとされた五ヵ条の徳目 (忠節・礼儀・武勇・信義・質素) が絶対的な権威を持つものと
なっていった. この勅語は, 以後, アジア・太平洋戦争敗戦までの長い間, ｢教育勅語｣ ととも
に天皇制国家イデオロギーの中核として大きな力を発揮したのである.
前記森有礼によって主導された教育政策 (いわゆる ｢森文政｣) は, このような政治と軍事の
新しい状況下で進められた. 日本資本主義の生成期にあって ｢国家経済ノ要理｣ に基づき, また
｢帝国憲法｣ 制定に即応できる教育体制の構築を図ることがその最大の使命だった, といってよ
い. したがって森は, 先の ｢教学一致｣ の儒教主義的徳育政策には同調せず, ｢普通心｣ に基づ
く近代的徳育形成をはかることを目指して, その政策転換に意を用いたのであった. また教育政
策における天皇の位置を整えて, 主要な教育法令は皆 ｢勅令｣ による体制を築いていった.
こうして ｢帝国憲法｣ が発布される以前にいわゆる ｢教育の勅令主義｣ が実施されていったの
である. まさに ｢軍事と教育は車の両輪｣ として, 共に政治の枠の外におかれ, 天皇の直接統治
するところとなっていった.
森文政によるその学校制度改革は小学校から大学まで実に広い範囲にわたっている. その大要
｢戦争｣ へのこだわりと ｢戦前｣ 教育の軍国主義的体質
43
は次のようなものであった.
① 総合的な教育法令の形態を廃止, ｢小学校令｣ ｢中学校令｣ ｢帝国大学令｣ ｢師範学校令｣ な
どのように学校種別ごとに, しかも ｢勅令｣ という新しい形式で制定・公布した.
② それに基づき小・中・師範学校がいずれも尋常・高等の二種に分割され, 東京大学は帝国
大学へと改変された.
③ 小学校の就学義務制 (尋常小学校の教科修了まで) が始めて明文化され, ｢就学猶予｣ の
規定も生まれた.
④ 小・中・師範学校の教科書検定制度が発足した.
⑤ 大学 (帝国大学) も ｢国家ノ須要二応スル学術技芸｣ (傍点筆者) を ｢教授｣ ｢攻究｣ する
・・・・・・・・・
ところとされた.
⑥ 師範学校改革がとりわけ重視され, 生徒たちには ｢順良親愛威重ノ気質｣ が強調された
(つまりこれらの気質が教師にとって必要なものとされた). また兵式体操や兵営式寄宿舎生
活など準軍隊式教育が行なわれるようになり, 学費の完全支給制も実施された (俗にいう
｢師範タイプ｣ の教員の養成).
⑦ ｢学問｣ と ｢教育｣ の分離という考えに基づいて, とりわけ初等教育では学問 (科学) の
成果を教育内容編成に生かすという方策は採られなかった.
このように森の教育政策は, 日本資本主義の生成という大きな流れの中, ｢帝国憲法｣ 制定,
国会開設を具体的視野に入れての, 相当徹底した教育の国家主義的再編強化政策, つまり教育に
おける国家の主導性を確立するという政策であった. そしてこの時築きあげられた学校体系とそ
れぞれの学校段階に求められた中身は, その後幾たびか改変されるものの, その大元のところで
はずっと保持され続けていったのである.
また, 教育現場に広がりを見せたペスタロッチ主義の教育活動 (子どもの自発性を尊重し, そ
こに依拠した教育活動) などは次第に影をひそめ, 教師中心の教育, 授業の主役は教師, へと次
第に傾斜していき, 以後のわが国の一般的な授業風景となっていく.
1889 (明治 22) 年 2 月 11 日 ｢大日本帝国憲法｣ (｢明治憲法｣)が公布され, 翌年 (1890 年)
10 月 30 日 ｢教育二関スル勅語｣ (｢教育勅語｣) が頒布される. いささか象徴的な言い方をすれ
ば, これによって森有礼の主導した国家主義教育制度に ｢天皇主義｣ ｢軍国主義｣ という心棒が
がっちり貫き通されることになり, いわゆる ｢帝国憲法・教育勅語｣ 体制が到来する. 以後, 第
二次世界大戦 (アジア・太平洋戦争) の終結 (敗戦) とそれに伴う新しい教育体制 (｢日本国憲
法・教育基本法｣ 体制) が出発するまでの間, 半世紀以上の長期に渡って日本の教育はその呪縛
の下に置かれることになる.
この ｢帝国憲法｣ を立案するに際してその範となったのはイギリス流の立憲主義ではなくプロ
シアの憲法であった. 国民の総意に拠ることなく, 君主 (天皇) の単独の意思・意向に基づく欽
定憲法として, 制定過程を国民に伏したまま制定された (草案は, 伊藤博文の主宰の下, 井上毅
福祉論集 第 107 号
44
らが起草). 全文 7章 76 条から成っているが, そこに示されている基本原理は以下のとおりであ
る. よくなされるように現行の ｢日本国憲法｣ の諸原理と対応させて見てみるとその違い, 質的
な相違がよく理解できる ([ ] 内が ｢日本国憲法｣).
① 天皇主権 国の主権が神聖不可侵なものとして神格化された天皇にある (第 1条 ｢大日
本帝国ハ万世一系ノ天皇之ヲ統治ス｣, 第 3 条 ｢天皇ハ神聖ニシテ侵スヘカラス｣ 等). 反対
に国民は ｢臣民｣ あるいは ｢赤子｣ として天皇の統治・ ｢庇護｣ の対象とされた.
[国民主権＝主権在民, 象徴天皇制, 議会主義]
② 軍国主義・富国強兵主義 ｢天皇ハ陸海軍ヲ統帥｣ (第 11 条) し, 唯一人の大元帥とし
て国民に君臨. 国民は兵役の義務を負った (第 20 条 ｢日本臣民ハ法律ノ定メル所ニ従ヒ兵
役ノ義務ヲ有ス｣). [平和主義, 戦争の放棄]
③ 制限された人権 国民の自由・権利は法律によって制限可能. 国家に対する義務が強調
された. [基本的人権の尊重, 万人の平等]
④ 勅令主義, 命令主義 第 8条, 第 9条に基づく. 特に軍事と教育の面で著しい.
[法治主義]
またこの憲法に文章上の直接的な表現はないが, ⑤中央集権主義 [地方自治], ⑥義務として
の教育 [権利としての教育], といった点なども, ｢日本国憲法｣ との違いとして重要である.
｢教育ニ関スル勅語｣ は, ｢帝国憲法｣ に明示された精神, とりわけ天皇主権の ｢国体｣ に即
した国民形成のための基本方針・大方針として, また国民が則るべき道徳の基本として, 策定さ
れたものである. 時の内閣総理大臣山県有朋の意向を受け, 芳川顕正文相の下, 井上毅草案に天
皇の侍講元田永孚らの意見が加えられたものが正文となった. そこには前述の ｢教学聖旨｣ に込
められた趣旨がかなりの程度反映しているのを認めることが出来る. その山県は, かつて陸軍郷
を経験し, ｢軍人勅諭｣ の発布に携わり, また内務大臣として ｢地方 (自治体)｣ の掌握に力を入
れてきた, そういう経歴の持ち主であった. 出来た ｢勅語｣ は, 大臣の副書なしの, より権威の
高い ｢聖旨｣ として, 天皇の手から総理大臣, 文部大臣のもとへ下付された. ｢帝国憲法｣ 施行・
第 1回帝国議会開会 (11 月 29 日) のわずか 1ヵ月前のことである. 発布の翌日, 文部大臣芳川
はただちに ｢勅語ヲ奉承シテ感奮措ク能ハス｣ ことを表明し, ｢凡ソ教育ノ職ニ在ル者須ク常ニ
聖意ヲ奉体シテ研磨薫陶ノ務ヲ怠ラサル｣ よう ｢訓示｣ した. これから後, 日本の教育は, 天
子の思し召しとして格別の権威を持つとされた ｢勅語｣ の精神に沿うことを強制され, そこから
逸脱することは絶対に許されないという体制のもとに置かれるようになる.
｢教育勅語｣ の本文は ｢朕
ちん
惟
おも
フニ｣ から始まり ｢庶
こい
幾
ねが
フ｣ に終わる, わずか 315 字のものであ
る. これが教育の ｢基本理念｣ ｢最高基準｣ として日本国中 (植民地を含めて) の教育界を席捲
したのであった. 内容的には三つの部分に分けられる. 最初の一節では, ｢教育ノ淵源｣ が天皇
を中心とし ｢忠孝｣ の関係で結び合ってきた ｢国体｣ そのものの中にあることが宣名されている.
第二の箇所では, ｢父母ニ孝ニ｣ から ｢一旦緩急アレハ義勇公ニ奉シ｣ まで 15 の徳目が並べられ,
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それを実行することによって ｢天壌無窮ノ皇運ヲ扶翼｣ すべきことが強調されている. そして最
後に, ここに示された ｢道｣ は時間を超え, 場所を超えて誤りのない永遠普遍の原理であり, 天
皇自ら ｢臣民｣ とともにその実践に取り組むつもりであることが述べられている.
これらのことを端的に表現すると, 天皇制の下で, 戦争に際しての献身を含めて, 国民の一人
ひとりを ｢忠君愛国｣ ｢滅私奉公｣ の精神で絡め取ってしまうということであった. したがって
教育の役割は, 青少年を大日本帝国としての国家とその頂点に立つ天皇のお役に立つよう育てあ
げることであり, ｢一旦緩急｣ あれば自ら進んで身を挺することを厭わない忠良な ｢臣民｣ を作
りあげるということになったのである.
文部省はこの ｢勅語｣ が発布されるとともにただちに謄本を作成し, 全国の学校に配布. 学校
儀式の際はもとよりさまざまな折にその ｢奉読｣ を行って, 趣旨の徹底を図るようになる. また
翌 91 年 6 月には ｢小学校祝日大祭日儀式規程｣ (文部省令) を制定し, ｢御真影｣ (天皇・皇后の
写真) 拝礼, ｢万歳｣ 奉祝, ｢勅語｣ 奉読, ｢誨告・演説｣, 祝祭日 ｢唱歌｣ (｢君が代｣ など) 合唱,
というように紀元節, 天長節をはじめとする儀式の式次第・内容を確定した. こうした折に子ど
もたちは普段の日とは異なった独特な神秘的雰囲気の中で ｢印象深い｣ 一時を過ごすこととなる.
｢勅語｣ はまた日常の教育活動の中にも強力に浸透していった. 1890 年 10 月 (｢勅語｣ 発布
の直前) 全面改訂された ｢小学校令｣ に基づいて, 91 年 (発布の翌年) 11 月 ｢小学校教則大綱｣
(文部省令) が定められたが, それにより ｢徳性ノ涵養ハ教育上最モ意ヲ用フベキ｣ であるから
総ての教科目で ｢留意シテ教授｣ する必要があること, またその課題を直接担当する ｢修身｣ で
は ｢教育ニ関スル 勅語ノ旨趣｣ に基づくことが決められたからである. またこの頃から運動会
や遠足などがさかんとなるが, これらの行事も集団訓練や戦闘心の育成のためであったり, 行軍
や愛国心を培うための実地見学という性格を色濃く付与されていた. こうして, 子どもたちの学
校生活は, 大きく様変わりしていったのである.
政府はその後も ｢教育勅語｣ に基盤を置く徳育を中心にした公教育制度の充実・発展のために
力を注ぐ. 一方では内村鑑三 ｢不敬｣ 事件などのように ｢勅語｣ に賛意を示さない者や不都合に
思われる者たちを排除しながら, 他方, 資本主義の発展と軍事力整備拡充の必要性にも応えられ
るような形で, 教育事業を進めていく. その中心的な力のいれどころは ｢義務教育｣ 就学率を高
めること (すなわち一人でも多くの子どもたちを学校教育の場に引き入れていくこと), および
その質を高めていくということであった. 産業の発展, 産業革命の進行にともなう国民生活の変
化の中で国民の側から生み出された就学意欲の高まりを利用して, より強力な就学督促を展開す
る. また, 1900 (明治 33) 年 8 月の ｢小学校令｣ 全面改訂によって, 義務教育年限を 4 年に統
一し, 尋常小学校の授業料を原則として徴収しないという新たな方針をとったこと, 児童労働に
よる就学困難に一定の歯止めを掛ける方針を示したこと, などがこの流れを加速するうえで大き
く役だった. こうしたさまざまな要因が重なりあって就学率は急速に向上し, 92 年にはついに
90％の大台を超え, 以後も着実に伸長していく. こういった動向の中で ｢義務教育｣ の質的強化
を図るため, 1907 (明治 40) 年, 義務教育年限の延長がなされ, 6 年制義務教育制度へと移行し
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ていくことになる.
但し注意しなければならないことは, このような就学率向上の背後で, 障害児や貧困家庭の子
どもたちの就学機会が ｢就学免除｣ ｢就学猶予｣ という言葉を使って事実上奪われていったとい
うことである. わが国の教育史上初めて ｢就学猶予｣ に関する規定が設けられたのは既に記した
ように森文政の時, 1886 年の ｢小学校令｣ においてであるが, 90 年 10 月には ｢小学校令｣ が全
面改訂されて, ｢猶予｣ とともに ｢免除｣ が登場するようになった. それが, 4 年制義務教育制
度を規定した 1900 年 8 月の ｢小学校令｣ (第 33 条) および同 ｢施行規則｣ で一層整備され, 以
後 ｢国民学校令｣ (1941 年 3 月) まで変化なしに継続されていく. そこでは, 学齢児童が ｢瘋癲
白痴又ハ不具廃疾ノ為｣ 就学困難な場合 ｢保護者ノ義務ヲ免除スル｣ こととし, ｢病弱又ハ発育
不完全｣ の時には就学時期を 1年以内 ｢猶予スル｣ ことができるとされている. また ｢保護者貧
窮｣ の場合にもこの ｢免除｣ ｢猶予｣ が準用されることとなった. このように日本の義務教育制
度の整備は, 同時に, そこに適合することのできない子どもたちをその対象から実質的に排除し
ていくこととセットになって展開されていったのである.
さて, ｢帝国憲法｣ ｢教育勅語｣ のうえに成立する ｢義務教育｣ の質的強化という点からすると,
小学校教科書の ｢検定制｣ から ｢国定制｣ への転換という事態も重大な意味を持っていた. 政府
は, 1902 年いわゆる教科書疑獄事件 (教科書売りこみをめぐる大規模な贈収賄事件) が発生し
たのを絶好の口実にして, 翌 1903 (明治 36) 年 4 月 ｢小学校令｣ を一部改訂し, 国定教科書制
度の成立を図ったのである (第 24 条 ｢小学校ノ教科書ハ文部省ニ於テ著作権ヲ有スルモノタル
ヘシ｣). いうまでもなく, 教科書にかかわる不正を一掃するというのは表向きのことで, 本音は,
｢勅語｣ の精神に即した教科書の著作 (編纂・執筆) を政府の思いのままに実行したいがためで
あった. この制度の発足に基づき, まず修身・国語読本・日本歴史・地理の教科書が ｢国体｣ を
教えるうえで相互に関連させる必要があるとの理由で同時に国定化され, 翌年 4月から使用され
るようになる. 続いて ｢小学校令施行規則｣ (省令) の改訂により算術・図画の国定教科書使用
がその翌年から始まる. 1910 年には理科教科書も国定に加えられるようになった (その翌年か
ら使用開始).
このほか, 政府・文部省が力を入れたものとしては, ①中等教育の再編・整備 (｢高等学校令｣
制定 高等中学校を高等学校へと編成替え, ｢専門学科｣ の教授機関とする. 但し現実は帝大
進学が中心), ②女子中等教育の充実 (｢高等女学校規程｣ → ｢高等女学校令｣ 制定 ｢女子ニ
須用ナル高等普通教育｣ 機関. 各学校では良妻賢母主義を掲げた), ③実業教育の拡充 (｢実業補
習学校規程｣ など→ ｢実業学校令｣ 制定 工業・農業・商業・商船学校および実業補習学校な
ど ｢実業ニ従事スル者ニ須用ナル教育ヲ為ス｣ 機関), ④高等教育の拡大 (京都・東北・九州帝
大の開設. ｢専門学校令｣ の制定 ｢高等ノ学術技芸ヲ教授スル学校｣ を制度的に統一・発展,
実業専門学校にも適用), ⑤ ｢通俗教育｣ の強化 (青年会・青年団の組織化, 図書館や映画など
の普及と統制), ⑥視学制度の確立 (文部省の視学官とは別に, 道府県に視学官・視学・郡視学
設置. 視学・郡視学は ｢学事ノ視察其ノ他学事ニ関スル庶務ニ従事｣), などがあげられる.
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このように見てくると, この時期の政府は, 義務教育段階の子どもたちばかりでなく, 尋常小
学校を卒業したあとの青年たちにもなんらかの形で教育の場を提供しようとしていること (いい
換えればできるだけ学校という ｢枠｣ の中で彼らに影響力を行使しようとしていること) に気が
つく. 但し, その道は明らかに二つに分かれていて, 一方では中等教育から高等教育を経て社会
の指導層へとつながる少数エリートのための道であり, 他方は高等小学校あるいは実業 (補習)
学校など, 産業の発達と軍事力の強化 (富国強兵) をその底辺で支える大多数の働く者たちへの
道であった.
日露戦争の勝利・ ｢第二次産業革命｣ の進展による ｢国力｣ の充実, 90％を超えた高度な義務
教育就学率, ｢国体の尊厳・忠君愛国・滅私奉公｣ にいろどられた国定教科書の使用, 複線型学
校体系の整備・拡充, 等々, こうして ｢帝国憲法・教育勅語｣ 体制はいよいよその基盤を強固な
ものにしていく.
 教育の軍事化政策 ｢大正｣ 中期～ ｢昭和｣ 初期
第一次世界大戦 (1914 年 7 月～18 年 11 月) は世界的規模での帝国主義戦争であった. 欧米列
強の中に混じって植民地獲得に乗り出した日本は, その戦争を機に資本主義を飛躍的に発展させ,
大国の仲間入りをしていく. 大戦を前後して産業構造は根本的な質的転換を遂げ, それとともに
階級構成にも基本的な変化が生まれた.
重化学工業を中心にした工業の発展は目覚しく, 工業総生産額が農業総生産額を上まわって,
農業国から工業国へと転進した. 大規模工場の増加とともに資本の集中が急速度に進み, この
｢大正｣ 期において日本資本主義は独占資本主義段階へと発展したのである. 他方, この独占資
本主義＝帝国主義国家への移行は, 労働者数の飛躍的増加をもたらし, またその階級的自覚の向
上を促すものでもあった. 労働者階級は日本資本主義及び帝国主義に, そしてやがては絶対主義
的天皇制権力に対抗する最も基本的な階級として確立していく.
労働者の闘争意欲は旺盛で労働争議件数も急速に増加する. そしてこの労働者階級の量的・質
的発展に基礎づけられ, また大戦後世界の ｢軍縮｣ 機運にも影響されて, いわゆる ｢大正デモク
ラシー｣ (｢民本主義｣) の理論が盛んとなり, それと合い呼応して自由主義的小ブルジョア, 知
識人, 都市・農漁村の勤労人民による ｢民衆運動｣ が繰り広げられた. 特に ｢護憲運動｣ や ｢米
騒動｣ では時の内閣が総辞職に追い込まれるなど, ｢民衆｣ が現実政治に一定の影響力を与え得
る力を発揮するような事態に立ち至ってくる. また海外では, 朝鮮人民による三・一独立運動
(｢万歳事件｣) や中国の五・四運動が行われ, 日本の植民地支配や侵略政策に反対する大規模な
闘いが展開された.
このような日本社会の構造的変化と, 激動する内外情勢は当然のことながら政府の教育政策に
も大きな変更を迫ることになる.
この時期の教育政策 (｢教育改革｣) は内閣総理大臣の諮問機関である臨時教育会議 (1917 年
9 月～19 年 5 月) や, 内閣総理大臣の監督下に置かれた文政審議会 (1924 年 4 月～35 年 12 月)
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などの答申や建議に基づいて立案され, 実行に移された. 大戦後の列強諸国による帝国主義的国
際競争の激化を予測し, その中で ｢戦後ノ経営｣ を担っていくべき国民 (臣民→公民) の育成を
はかることを ｢国民教育｣ へ期待してのものであった. その中身を集約的に述べると次の 3点に
なる.
第一は, 絶対主義的官僚・軍閥勢力がイニシアチブを取り, ブルジョア・地主階級の支持・合
意によって進められた絶対主義教育の修正ないし ｢合理化｣ であり, その軍国主義的再編強化＝
教育の軍事化政策である. その学校教育における具体的事例としては, ①臨時教育会議の ｢兵式
体操二関スル建議｣ (1917 年 12 月) をはじめ, ②師範学校卒業生の兵役義務期間の延長 (6 週間
→1年間), ③ ｢陸軍現役将校配属令｣ ｢学校教練教授要目｣ の制定 (1925 年 4 月) による中等学
校以上への軍事教練の導入, などが挙げられる. また社会教育・成人教育の分野では, ①臨時教
育会議の ｢教育ノ効果ヲ完カラシムヘキ一般施設二関スル建議｣ (1919 年 1 月, 原案では ｢人心
ノ帰嚮統一二関スル建議案｣), ②勅語 ｢国民精神作興二関スル詔書｣ (1923 年 11 月) の煥発,
③これらの勅語, 建議に依拠した内務・文部両省を中心とした ｢思想善導運動｣ への積極的取り
組み, ④実業補習学校 (小学校卒業後から 16 歳まで) の整備拡充 (｢公民教育｣ 化), ⑤ ｢青年
訓練所令｣ (26 年 4 月) に基づく青年訓練所 (16 歳から 19 歳の男子, ｢軍事教練｣ 中心) の設置
などが見られる. こうしてこの時期, 国民大衆の初等教育 (小学校) は社会教育 (｢実補｣ ｢青訓｣
など) に連結され, それがまた軍隊での教育に接続されることによって, 国民皆兵制度 (徴兵制)
下で国民教育を軍隊教育によって完成させるという制度的仕組みが確立されるところとなったの
である. そして, それは総力戦体制のための ｢国民軍隊｣ 創出への過程でもあった.
第二は, ブルジョアジーが主導し, 官僚・軍閥勢力が補完した, 国際的経済競争の担い手の育
成を目指した中等・高等教育の拡充政策である. 臨時教育会議の答申に基づく ｢中学校令｣ ｢高
等女学校令｣ ｢実業学校令｣ の ｢改正｣ (1919 年 2 月～20 年 12 月) や, ｢高等学校令｣ ｢大学令｣
の公布 (18 年 12 月) などは, 一方で ｢国民道徳の養成｣ など国家目的を強化しながら, 他方,
増大した ｢新中間層｣ の要求にも応えて, 教育機会の拡大 (具体的には学校増設や学生定員の増
加など) を目指すものであった. とりわけ原敬首相, 中橋徳五郎文相による高等教育機関の大拡
張計画はその最たるものとして注目される. ところが反対にこの原・中橋文政に代表されるブル
ジョア主導の教育改革においては, 初等教育に対する政策が極めて貧弱であったことも合わせて
確認しておかなければならない. 財政窮迫の切り抜けの為に義務教育費削減を計画し, ｢学級整
理｣ ｢二部教授及三学級二教員制｣ ｢補助教員｣ 整理や ｢経費ノ節約｣ などを企図 (但し反対運動
が盛り上がり実施不可に). また根強く繰り返される義務教育費国庫負担の増額要求に一貫して
反対の立場を崩さなかったことなど, こういったことの中にその姿勢が示されている. また, 文
政審議会における ｢国民精神作興｣ のための義務教育年限延長問題 (6 年→8 年) に対してブル
ジョアジーは若年労働力の確保とそれによる低賃金政策維持のために強力に反対して実現させな
かった. これらの事実には, 天皇制イデオロギーの定着や ｢忠良ナル臣民｣ ｢良民｣ の育成といっ
た面では初等教育を中心とする ｢国民教育｣ に一層の期待をかけながら, 同時に義務教育を通じ
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ての国民大衆の労働能力の基礎形成という面ではこれまで以上に財政の投下を避けようとするブ
ルジョア意識が反映されている. それは, 大衆のための教育には, 国家・資本家の財力をできる
だけ使わずに, 安価に済まそうという政策であった. しかしいずれにしても, この時期になって
はじめて, ブルジョアジーが教育政策の上でも主導性を発揮することになった点は重視されなけ
ればならない.
最後に, 第三の点として見過ごすことの出来ない教育政策は, 日本帝国主義の殖民地教育の振
興・拡充政策である. この直接の契機は, 特に三・一 ｢万歳｣ 事件 (朝鮮, 1919 年) や五・四
運動 (中国, 同年) に典型的に示された朝鮮, 中国民衆の根強い抵抗闘争, 独立運動に直面した
日本政府が, 植民地統治形態を形式的には ｢武断政治｣ から ｢文化政治｣ に改めざるを得ないと
ころに追い込まれたことにある. すなわち, 文化・教育を通しての植民地人民の ｢日本臣民｣ 化＝
同化政策が植民地統治上一層大きな比重を持つようになった. 旧来の ｢朝鮮教育令｣ (1911 年
8 月制定), ｢台湾教育令｣ (19 年 1 月制定) が廃棄・改定され, 新たに ｢朝鮮教育令｣ ｢台湾教育
令｣ (ともに 22 年 2 月) が公布されて, ｢内鮮人共学｣ ｢内台人共学｣ 制が形式的には実現し, 師
範学校, 帝国大学を含めて初・中・高等教育の学校制度が体系化されたのは, この ｢大正｣ 期で
あった. しかしながら, 植民地人民に対して一見平等化の政策を採ったように見せかけながら,
実は ｢国語を常用するもの｣ と ｢常用しないもの｣ に分けて小学校と公学校が設置され, 民族別
の学校制度が初等教育の段階で維持されたし, 中等教育以上では ｢共学制｣ (形式的平等) であ
るが故にかえって日本人学生が入学しやすい現実が生み出された. そして, やがて日中戦争が始
まるや再び ｢皇民化政策｣ が強化され, ｢内地準拠｣ から ｢内鮮一体｣ ｢内台一体｣ の事態が生み
出され, 母国語による教育すら一切許されない状況が到来するのである.
｢大正｣ 期に続く ｢昭和｣ 初期と呼ばれる時代は, まず, 金融恐慌 (1927 年), 世界大恐慌
(29 年), 農業恐慌 (30 年) など, 世界資本主義経済の一環としての日本経済の諸矛盾が爆発し
た時期として特徴づけられる. ｢合理化｣ ｢首切り｣ ｢凶作｣ などによって国民生活は極度に悪化
させられた反面, 三井, 三菱, 住友などを頂点にして大資本による産業支配が進行し, 工業のみ
ならず金融, 商業, 農業などをも支配する巨大な財閥 (コンツェルン) が形成された. また, 金
輸出再禁止 (金本位制離脱) や, ｢重要産業統制法｣, ｢工業組合法｣ (ともに 31 年) などを通じ
て国家の経済過程への介入が必然化され, 日本資本主義は国家独立資本主義への新しい一歩を踏
み出すことになる. 第二は, この経済的 ｢危機｣ を対外侵略によってそらし, また新たな経済的
利益の獲得を目指して, さらには日本帝国主義の危険を招く中国革命の進展を阻止するために,
三次にわたる山東出兵 (27～28 年) や ｢済南事件｣ (28 年), ｢満州事変｣ (31 年), ｢上海事件｣
(32 年) などが引き起こされ, 日本はまたまた帝国主義戦争への道を歩み出したことである. そ
して第三は, 労働者階級をはじめとする人民闘争を抑圧するために国内の政治的反動＝弾圧政策
の抜本的強化がはかられたということである. ｢三・一五事件｣, ｢治安維持法｣ 改悪 (死刑の適
用), ｢特別高等警察｣ 新設 (いずれも 28 年), ｢四・一六事件｣ (29 年), 思想問題調査委員会設
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置 (文部省内, 31 年), 国民精神文化研究所開設 (32 年) など, その顕著な事例として数えられ
る.
他方, 以上のような権力側の攻撃に対して, 人民の闘いがきわめて大きな盛り上がりを見せた
のも, この時期の特徴である. 労働争議が 1926 年以降ひん発し, それへの参加者は毎年 10 万人
を突破した. 31 年には労働組合への組織率が第二次世界大戦以前における最高を示し (7.9％),
36 年には組合員数が最高になっている (42 万人余り). また小作争議件数も増加した. そして労
働農民運動ばかりでなく政治, 経済, 文化の各領域においても人民の闘いは急角度の発展を示し
たのである.
これら人民の諸運動に大きな影響を与えたものは, マルクス主義 (科学的社会主義) の諸理論
であり, 再建された日本共産党 (26 年) の活動であった. 特にその革命戦略確定の意義は大き
かった. ｢コミンテルン｣ の指導の下で決定された ｢日本問題にかんする決議｣ (いわゆる ｢二七
テーゼ｣) とそれを発展・深化させたといえる ｢日本における情勢と日本共産党の任務にかんす
るテーゼ｣ (｢三二テ－ゼ｣)がそれである. この ｢三二テーゼ｣ は, ｢日本における支配的な制度｣
が天皇制, 封建的土地所有, 独占資本主義の三つで構成されており, 天皇制こそが ｢国内の政治
的反動と一切の封建制の残滓の主要支柱｣ であり, ｢天皇制国家機構は, 搾取諸階級の現存の独
裁の強固な背骨となっている｣ と分析した. そして ｢主要なる革命的任務中の第一のもの｣ とし
てこの天皇制国家機構の ｢粉砕｣ をあげたのである. また, ｢日本における当面の革命の性質は,
社会主義への強行的転化の傾向を持つブルジョア民主主義革命｣ と規定したのであった.
｢戦前｣ の日本で, 反帝・反独占・反戦平和・反天皇制という性格を持った, もっとも全面的
総合的な教育運動であった日本教育労働者組合 (｢教労｣, 1930 年 10 月結成) と新興教育研究所
(｢新教｣, 同年 8 月創立) の運動 (その前史・後継のものも含めて新興教育運動とか日本におけ
るプロレタリア教育運動とか呼ばれる) は, こういった社会状況の下で, 階級的に自覚した教育
労働者を中核にして展開されたものである. また, 文章を書かせることによって一人ひとりの子
どもたちの心の内を解きほぐし, その人間的解放を目指して教師 (教育者) としての責任を果た
そうとした生活綴方教育運動, なども繰り広げられた. もっとも, 注意しなければならないこと
は, これらの教育運動は決して平坦な道のりの中でなされたものではなかったということである.
それどころか, 前者はまさに弾圧に次ぐ弾圧とでもいってよいような状況の中で展開されたもの
であり (34 年半ば頃には組織活動不能に), また後者も 40 年から全国的に開始された弾圧の下,
42 年頃には実質を失うようにさせられてしまっている.
｢昭和｣ 10 年代 (1930 年代後半) 以後, 日本の社会は政治, 経済, 文化, 教育などあらゆる
面で急激に軍国主義化していく. 1934 年 10 月, 陸軍省は ｢国防の本義とその強化の提唱｣ と題
するパンフレットを広く頒布し, 国際連盟脱退 (33 年 3 月) 後の国際情勢から戦争の拡大を展
望し, その観点から近代的な総力戦体制＝高度国防国家体制への移行と, そのための新しい経済
体制 (軍部と独占資本の結合による国家統制経済体制) 確立の必要性を提示した. この路線は,
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以後, 天皇機関説問題を契機とした衆議院の ｢国体明徴決議｣ (35 年 3 月), 皇統派青年将校の
クーデター ｢二・二六事件｣ (36 年 2 月), 日中戦争の開始 (37 年 7 月), 国民精神総動員運動の
展開, ｢国家総動員法｣ 公布 (38 年 4 月) などを通じて現実のものになっていった. また同時に
この過程は, 偏狂な民族主義, 国粋主義, 非合理的精神主義を内に含んで, 天皇制ファシズム体
制が確立する過程でもあった. そしてこのファシズム化されて日本は, ドイツ, イタリアのファ
シズム国家と結んで (1940 年 9 月, 日独伊三国同盟締結), 太平洋戦争 (41～45 年) へとまっし
ぐらに突き進んでいく.
 天皇制ファシズム・軍国主義のための教育体制 戦時教育体制の確立と崩壊
1937 (昭和 12) 年 7 月のいわゆる盧溝橋事件を発端として日中戦争が開始される. 翌 8 月政
府 (近衛文麿内閣) は, ｢挙国一致｣ ｢尽忠報国｣ ｢堅忍持久｣ を 3 目標とする ｢国民精神総動員
実施要綱｣ を閣議決定し, 10 月から国, 地方をあげて国民精神総動員運動を展開する. また
38 年 4 月には ｢国家総動員法｣ を制定し, 以後この法の下に ｢国民徴用令｣ (国策に基づき国民
を重要産業などに強制従事させるための勅令) など多数の勅令を公布して, 国民生活の隅々に至
るまで国家が統制・支配するようになる. こうして先の陸軍省パンフにあった総力戦体制＝高度
国防国家体制が確立していった.
｢戦前｣ 日本の天皇制政府は, 政治の場面や労働・農民運動, 文化運動などの諸領域における
のと全く同じように, 教育の場面においても国民と教師の自主的良心的な活動を根こそぎ圧殺す
ることに狂奔し, そのことによって戦争とファシズムのための教育体制を樹立した. 総力戦体制
に即応するために 1937 年 12 月設置された教育審議会 (内閣直属の諮問機関, 42 年 5 月まで継
続) の ｢答申｣ に基づき, 1941 (昭和 16) 年 4 月, 太平洋戦争を目の前にして, 旧来の小学校
は国民学校へと再編され, わが国の近代公教育史上はじめて小学あるいは小学校と称された教育
機関が姿を消すことになった. また勤労青少年のための実業補習学校と青年訓練所とを統一した
青年学校 (1935 年 4 月, 勅令 ｢青年学校令｣ 公布) が新たに設置され, 教育審議会の ｢答申｣
に基づいて満 12 歳から 19 歳までの男子総てがそこに就学することを義務づけられたのである
(青年学校の義務制化, 39 年度から逐年実施方針). こうした新しい学校制度の創出をはじめと
して, その後開戦から敗戦に至るまでの間, さまざまな戦時教育措置がとられ, いわゆる戦時教
育体制が確立する. しかも, その ｢教育｣ こそ, ｢皇国ノ道二則リテ｣ ｢国民ノ基礎的練成ヲ為ス｣
(｢国民学校令｣ 第 1 条) ことを目的とし, 『国体の本義』 (1937 年), 『臣民の道』 『戦陣訓』 (と
もに 41 年) などに示された皇国民像, 軍人像に基づいて青少年に ｢天皇に帰一｣ し身を挺して
｢国家に奉仕｣ することを強要して, やがて彼らを ｢死｣ へと導くための, そのような ｢教育｣
なのであった. 少年戦車兵, 少年飛行兵, 満蒙開拓青少年義勇軍などへ彼らを引き出すために
｢教育｣ はこのうえもなく大きな役割を果たした. これら少年兵の数は一体どれほどであったの
か, その正確な数は明確になっていないけれど, 満蒙青少年義勇軍の場合でいえばその送出数
(渡満数) 8 万 6530 という数字がある. この数字さえ厳密なものでないから, その内帰還でき
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た者がどれだけで, 死亡した者, 未帰還者の数はどれだけかといったことも分かっていない (国
策として政府が推進した事業であるにもかかわらず, 政府さえその数を把握していない). しか
しながら彼らの置かれた状況が如何に悲惨なものであったかは, 今日ではかなりの数にのぼる体
験談や体験記録を見聞すれば明らかである. このような例に象徴的に示されているように, 国民
と教師の良心を抑圧して成立した日本の教育は, この戦時体制の下で, まさに“死”への｢教育｣
と呼ぶにふさわしいものへと収斂していったのである.
1000 万人以上の日本国民が軍人・軍属として動員され, その内 230 万人以上が戦没 (日本人
男子の 4分の 1 が参戦, その 4 分の 1 近くが死亡), それ以外の一般国民を合わせると 300 万人
にも上る戦没者を出したといわれる ｢戦争｣ (｢満州事変｣ から ｢太平洋戦争｣ 敗北に至る迄).
男子の平均寿命をわずか 23 歳 9 ヵ月 (1945 年) に縮めてしまった ｢戦争｣. この ｢聖戦｣ を国
民 ｢一致｣ で遂行するために ｢教育｣ はみずから進んでその重要な一翼を担ったのであった.
もっともこれらの数字は日本人を対象にしたものだけであって, ｢日本国家の不法不当な目的
と手続とによって開始された不義無謀の戦争｣ (家永三郎) による諸外国人民の被害はこれを
はるかにしのぐものであった. 東アジア地域だけでも 1900 万人近くの死者が生み出されている.
このことを念頭に入れてみると, 日本国民に対する“死”への ｢教育｣ は, 実は他国民・他民族
に対する“殺し”の ｢教育｣ であったということなのである. より正確にいえば, 一人でも多く
の ｢敵｣ を殺傷することを価値とし, そのために自己の生命を捧げることを価値とするような
｢教育｣ なのであった. いささかこなされていない表現であるが, “死”ヘの ｢教育｣ ＝“殺し”
の ｢教育｣ というのがその実態であったといわざるを得ないのである.
さらに私たちは, この ｢教育｣ の軍国主義化により, 修業年限の短縮を手始めとして学校の教
育活動それ自体が次第に縮小されることになり, やがてほとんどその機能を失うに至らしめられ
る, ということを確認しておかなければならない.
1944 (昭和 19) 年 2 月, 政府は ｢原則トシテ中等学校程度以上ノ学生生徒ハ総ベテ今後一箇
年常時コレヲ勤労ソノ他非常任務ニモ出動セシメ得ル組織的態勢二置｣ く (｢決戦非常措置要綱｣)
ことを決定し, ついには, ｢全学徒ヲ食料増産, 軍需生産, 防空防衛, 重要研究其ノ他直接決戦
二緊要ナル業務二総動員ス｣ るために ｢国民学校初等科ヲ除キ学校二於ケル授業ハ昭和二十年四
月一日ヨリ昭和二十一年三月三十一日二至ル期間原則トシテ之ヲ停止ス｣ ること (45 年 3 月,
閣議決定｢決戦教育措置要綱｣) になった. ここで例外とされている国民学校の生徒たちの場合で
も, 学童疎開などがどうしても必要で, 満足のいくような教育活動などほとんどなされようもな
かったことはいうまでもない. さらに 5月になると ｢戦時教育令｣ と同｢施行規則｣が公布・施行
され, それらによって全国の国民学校から大学までの教職員と生徒たちは学校ごとの ｢学徒隊｣
に編成されることになり, こうして教育機関であったはずの学校はその機能を著しく喪失し, も
はや丸ごと戦争遂行の機関へと化してしまったのであった. ちなみに, 文部省の著作物 (『学制
百年史』 1972 年 10 月) でさえ ｢それぞれの職場において終戦の詔勅を聞いた動員学徒の数は
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340 万人をこえ｣, ｢疎開学童は約 45 万人と推計｣ (他に沖縄県, 種子島, 小笠原島の児童約 1万
2800 人) されると述べている. こうして, ｢戦前｣日本の教育は, “死”への ｢教育｣ へと収斂
することによって, 内容的にも形式的にも教育の“死”をもたらすという結末を迎えることになっ
たのである.
もっとも, 厳重な天皇制ファシズム体制の中にありながらも国民の総てが ｢お上｣ のいうがま
まに唯々諾々としてつき従ってきたのではないように, このような最悪とさえいってようような
状況にあっても, なお, 目の前の子どもたち・青年たちのために出来得るだけのことを為そうと
努力した教師たちがいた. その努力を組織的に行うことは最早ほとんど不可能であり, また個人
のレベルでも公然と行うなどということはとても出来なかったが, それでもカモフラージュと創
意工夫による良心的・民主的な教育実践が地道に続けられた例を見ることが出来る. しかしなが
ら, 大勢として見れば, このような教育体制の下で戦争の ｢協力者｣ となった教師が圧倒的 (ほ
とんど総て) であった, といわなければならない.
5. 教育における ｢戦争責任｣ の払拭 ｢空振り｣ と ｢免罪｣
改めていうと, ｢戦前｣ 日本の教育は, 子どもたちのために力を合わせて努力した人々, 良心
的な, 真面目な教師たちの取り組みを一つひとつ押しつぶすことによって, 子どもたち青年たち
に, ｢天皇のため｣ ｢お国のため｣ に命を捧げることを最大の価値, 最大の生きがいとするところ
の ｢教育｣ へ帰結した. それは日本国民にとっては“死”への ｢教育｣ であるが, 諸外国の人々
に対しては人々を殲滅し, 財産を奪い尽くすということを最高の価値とする ｢教育｣, つまり
“殺し”の ｢教育｣ であった. ｢戦前｣ の教育は, 最終的には教育の名において教育でないもの
に変質させられてしまい, しかもそのような ｢教育｣ さえも, 縮小・廃止させられてしまった,
のである.
もはや ｢あれは一時の狂気だった｣ などととてもいえるものではない. 日本の公教育制度は,
まさに天皇と国家のために寄与するべく組織, 編成されてきたのであって, 諸外国に見られるよ
うな国民の基礎的労働能力の養成という課題は横に追いやられてしまって, 正当な地位を得るこ
とができなかったと見なければならない.
そうなると, ｢戦後｣ の教育というものは, ｢戦前｣ の教育が陥ってしまったこの重大な過ちに
対して, それを克服するという出発点を持たなければならなかったはずである. しかし現実には
それに ｢失敗｣ してしまった. 教育と教師の ｢戦争責任｣ の払拭という課題に対して日本の教師
たちは完全といえるくらい自らのものとすることが出来ずじまいになってしまったからある.
確かに ｢戦後｣, GHQ (連合国軍総司令部) の指令・指導によって ｢公職追放｣ とともに ｢教
職追放｣ が行われた. しかし ｢国体の護持｣ (主権者としての天皇の地位を護りぬく) を方針と
していた日本政府の下では十分なものとならず, 中途半端に終ってしまったといわざるを得ない.
いわゆる ｢教職追放令｣ (勅令 ｢教職員ノ除去, 就職禁止及復職等ノ件の施行に関する件｣ 1946
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年 5 月) 及び ｢その施行に関する件｣ (閣令, 文部・農林・運輸省令, 同前) の規程に基づき
2943 名の者が ｢教職不適格者｣ として自動的に追放され, 57 万人ほどの者たちが受けた ｢教
(職) 職員適格審査｣ の結果も不適格になったのは僅か 2268 名, 両方を合わせても教壇を追われ
た者は 5211 名に過ぎないのである (もっとも, この ｢追放令｣ 以前に教職員等の職を辞した
者が 11 万 577 人いたが). 一方, 教職関係以外の公職に携わった者たち対しては, ｢公職追放｣
が行われ, 約 20 万人が ｢公職適否審査委員会｣ というものにかけられ, その結果 19 万人余りが
追放されたのだった. 全国で ｢戦争責任｣ を負っている者たち, 指導した者たちが 19 万人程度
であったかどうかというと疑問が残るが, それでも一応責任追求をやったという気にはなる. が,
｢教職員適格審査｣ の場合には, 前記のような結果である. どうしてこうなったかというと, ｢公
職適否｣ の場合は基準がかなり具体的であったのに対し, ｢教員適格｣ の方はかなり抽象的であっ
たこと, それにその審査に当たる者たち, これには教職員だけでなく他の職種の人たちも入って
いるが, その大半が ｢すねに傷持つ｣ 身であったからである. それ故に審査もなかなか進まず,
連合軍に督促されたり, 当の文部省でさえ ｢私情をもって審査に当たったり, 不当に当人を庇護
すること等のことがないやう留意｣ するようにという通達を出すような状況で, 結局ごく僅か
の者にしか不適格の印をつけることが出来なかったのであった.
そして, その結果 ｢適格｣ となった者たちは ｢判定書｣ (のちに ｢教職適格確認書｣) を受け取
ることになり, そしてこれが ｢免罪府｣ の役割を果たすことになるわけである. もはや子どもた
ち対する罪の意識で思い苦しむ必要性を失わせ, そのことについては ｢もう始末がついた｣ とい
う心理に多くの者たちを導いていった. 言い換えれば一人ひとりの教師たちが自己の良心に基づ
いて自己の ｢戦争責任｣ と向き合う契機をむしろ奪い取る契機になってしまったのであった. こ
うして結局のところ日本の ｢戦後｣ 教育は, ｢戦前｣ の教育が収斂した最も重要な問題について
不問に付すということになってしまったのである. だから今日においてもそれがずっと尾を引い
ているわけで, ｢日の丸｣ ｢君が代｣ などという問題は, 本来ならもうその時に一挙に解決されて
いて然るべきことであった. しかも, ｢公職追放｣ と同じように, ｢教職追放｣ の場合も追放され
た者たちはその後 1950 年の朝鮮戦争の頃から次第に追放解除ということになり, 52 年 4 月の
｢サンフランシスコ講和条約｣ の発効をもって, 全面的に解除されてしまう. だからますます事
態は重いといわざるを得ないのである.
もう一つ, これらの ｢追放令｣ や ｢審査｣ で注意しなければならないことは, 1949 年からの
｢レッドパージ｣ の際, 特に教職員の場合にこの ｢教職不適格者｣ の烙印を押して職場から追放
することがなされていることである. 歴史的意味を全く逆転して, 民主主義とか独立というよう
な当時の国民の願いを実現するために努力している者たちを ｢共産主義者｣ というレッテルを貼っ
て教壇から締め出すという, そのようなことのためにこの ｢教職不適格者｣ という言葉が活用さ
れるようになったのであった.
教育 (教師) の ｢戦後責任｣ ｢戦後｣ の教育というものは, こうして, 歴史から学ぶべき大
切な部分を素通り, 空振り, 不問に付すことにしてしまった. しかも, それだけではない. 少な
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くとも ｢戦後｣ 二度にわたってこういった状況を覆すチャンスを日本の教職員は迎えたのに, 結
局それにも成功しなかったという重要な問題が残されている. その一つは先に触れた ｢レッドパー
ジ｣ である. ｢戦前｣ においては ｢お上｣ というのは, 唯一絶対の ｢現人神｣ であり, ｢上御一人｣
と称された天皇であった. 敗戦後天皇に代わる ｢お上｣ が新たに登場し, それがマッカーサーで
あり, 彼の率いる占領軍 (正確に言えば連合国軍) であるが, つまり, アメリカというものがい
い意味でも悪い意味でも ｢お上｣ として登場してきた. 多くの教職員は前の ｢お上｣ を徹底的に
批判するだけの力を持たなかったから, 新しい ｢お上｣ に対してもその権力認識をわがものとす
ることができず, ｢民主主義｣ がしきりに叫ばれるようになったものの, 本当に体得したものに
はならなかったといわざるを得ない. その新しい ｢お上｣ が, 東西の冷戦が厳しくなる中で日本
の教師たちの良心的な部分を排除するようになった時に, 本来なら全力をあげてそれに抗して立
ち上がらなければならなかったのであるが, 指導者たちが占領軍の軍人に銃剣を突きつけられる
といった厳しい事態におかれたなどということもあって, 有効な闘いを組むことが出来なかった
のであった. ｢戦後｣ 教育の中で積極的な役割を果たした ｢日教組｣ 運動の歴史の中で, このこ
とは恥辱の 1ページといわざる得ないものなのである. それ故にまたその後の運動は, このこと
をしっかりと教訓として押さえておかなければならなかったはずなのであった.
もう一つは, 1950 年代の末の勤務評定反対闘争である. この頃の社会的特徴の一つは, ｢戦後｣
の経済復興を成し遂げた日本の独占資本が, 対米従属下ではありながらも新しい ｢主人公｣ とし
て強力な力を保持するようになったということである. そして, この状況にふさわしい形に日本
の政治や経済, あるいは教育, 文化の仕組みが再編成されていく中で, この独占資本と政府・与
党の思惑に適した教育活動, 社会的行動様式を教員に強制するために ｢勤務評定｣ 制度の新設を
打ち出してきたのだった. それに対しては全国各地で教職員組合を中心に猛烈な闘いが展開され
て, かなりの程度, その中身を形骸化することに成功した. しかし, 制度それ自体を取り壊すこ
とはできず, その体制は今なお続いている. もちろん力関係によってはその仕組みをもっともっ
と形骸化させることも可能であるが, 今日でも教師たちを ｢ヒラメ型｣ (｢上｣ ばかりを向いてい
る)) に仕向けるうえで強力なテコの一つとしての役割を果たしていることを見落とすわけには
いかない.
このように ｢戦後｣ の ｢お上｣ が打ち出した強権的施策に対して日本の教職員はそれを打ち破
ることができなかった. しかしながら同時に, 日本の教師たちは一方でたくさんのすぐれたもの
を生み出し, 蓄積してきているということを忘れてはならない.
｢終戦｣ の直後から, 最初はいうまでもなく教職員の生活, 物的条件の確保, あるいは子ども
たちの生活, 物的条件の確保といったことを軸として, そして, さらに破壊された教育の物的基
礎, 例えば学校とか運動場とかいうものを回復するために, 良心的な力を発揮したのは何といっ
ても教育運動に携わった人たちだといわなければならない. もちろんその中心の一つとして, 法
的に結成が認められるようになった教職員組合が大きな役割を果たしたが, それだけでなくて,
国民的ないくつもの闘いや運動がなされて成果を勝ち取っていったわけである.
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｢断絶｣ ｢連続｣ ｢飛躍｣ 日本の教育は, ｢戦前｣ と ｢戦後｣ で明らかに ｢断絶｣ している.
その両者は ｢非連続｣ であるといってもよい. ｢帝国憲法・教育勅語｣ 体制から ｢日本国憲法・
教育基本法｣ 体制へ, ということがそのことを良く示している. しかしながら同時に, ｢戦前｣
的なものを払拭出来ず, あるいはそこから学び取らなければならないものを学び取ることが出来
ずにきてしまっているという面に目を向けてみると, ｢戦前｣ と ｢戦後｣ の間は ｢連続｣ してい
ると見ないわけにはいかない. また, たとえその多くが未熟なまま, 十分な展開を見せぬままつ
いえ去ったとはいえ ｢戦前｣ 教育の中で培われた良心的民主的な営みに注目してみると ｢戦後｣
の教育はそれとの ｢連続｣ の上にあるといってもよい. もちろんその実態は単純な連続ではない
のでそれを ｢連続・飛躍｣ というように表現したらよいと私は考えている . いずれにしても
｢戦前｣ と ｢戦後｣ の関係を ｢断絶・非連続｣ や ｢連続｣ の関係において見るだけではなく, ｢連
続・飛躍｣ の視点からも捉えることが必要であって, そのような目で歴史を見てみるとそこから
より豊かなものを見出すことが出来るに違いない. 但しこの ｢連続・飛躍｣ の側面はこの論稿で
直接検討の対象とするところではないので触れることをしていないが, 頭のどこかで常に意識し
続けてきた事柄であるということだけは記しておきたい.
おわりに
本稿を少し気をつけて読むとその内容上執筆時期に違いのあることが分かる. ｢2. あの 『戦争』
にこだわる必要性 1999 年夏｣ の部分が一番先で 1999 年の 11～12 月頃執筆したのであった.
続いて ｢3. 新しい局面の展開｣ をすぐ後から書き始め, とびとびの時間の中で一応書き終えた
のは 2000 年の年末近い頃になってしまった. 翌 2001 年春頃から ｢4. 『戦前』 日本教育の軍国主
義的体質｣ に手をつけ始め, 初めの頃は完全に書き下ろしのつもりで作業を始めたが途中で既に
公刊されている拙著 『近代日本の教育史』 の関係部分を活用することを思い立った. そこで, 以
後はそこにある文章を生かせるものは生かしていくという方向を取ることにした. 勿論必要な補
充はするものとしてのことであるが.
そんな訳で執筆時期に相違があり, したがって触れられた事柄の中にはその後かなり大きく変
化・展開を成したものもある. そういったものでは, いささか旧聞に属するといった感なきにし
もあらず, なのであるが, 他方その当時の雰囲気をいくらか投影しているという気持ちもあって
出来るだけそのままにしておくことにした.
ところでこの間は, ちょうど 20 世紀から 21 世紀への移行の時期であった. 新しい世紀を迎え
るにあたって, 19 世紀の最後の年にスウェーデンの女性思想家エレン・ケイが書いた 『児童の
世紀』 と ｢20 世紀こそは子どもが幸せに育つ平和な社会が築かれるべき時代である｣ という
主張を思い返しながら, ｢21 世紀こそは…｣ とその願い・期待を込めた者は私だけではないであ
ろう. そんな折, 日本の政治に大きな転換が起きるかもしれないという期待感を抱かせるような
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事態が生まれた. 史上最低の支持率に落ち込んだ森内閣に代わって ｢自民党をぶち壊す｣ とか
｢構造改革｣ を叫ぶ小泉純一郎内閣 (自・公・保 3党連立) が誕生し, 世論調査で 80 パーセント
とか 90 パーセントというような驚異的な支持率を確保するところとなったからである. しかし
｢21 世紀を平和な世紀に｣ という願いはまたたく間に崩れ去ってしまった. 2001 年 9 月 11 日ア
メリカでおきた ｢同時多発テロ｣ を機にアフガン戦争が開始され, たくさんの人たちの血が流さ
れた. 新しい世紀の始まりは同時に ｢新しい戦争｣ の幕開けの時代になってしまったのである.
戦争が開始されるや小泉首相はいち早くアメリカ・ブッシュ大統領の戦争政策を支持し, 第 153
臨時国会で ｢テロ対策特別措置法｣ (10 月 29 日成立) を制定して, ついに自衛隊の艦船を海外
に派遣, 国外における軍事活動の公然たる展開に踏み切ってしまった. 他方, 国内の改革は遅々
として進まず景気の回復はいっこうに見えてこない. それどころか政官業の不正・腐敗や癒着の
実態が次々と国民の目の前に露わになり, 内閣支持率は急降下, 小泉内閣に対する期待はしぼん
でしまった. 国民に ｢痛み｣ を求める (強要) だけで何の見通し, 展望も与え得ない小泉政権の
下で今や国民の不安・いらだちは深まるばかりである. そんな中, 歴代内閣が思えど実行に移す
ことの出来なかった ｢有事法制 3法案｣ (いわゆる ｢武力攻撃事態法案｣ ｢自衛隊法改正案｣ ｢安
全保障会議設置法改正案｣) や ｢憲法｣ 上認められている表現・報道の自由を規制し, 制限する
恐れのある ｢個人情報保護法案｣ などが閣議決定され, 国会に提案されてしまった. マスコミや
国民の批判, 反対の声が高まりを見せるにつれ, 国会内における与野党の攻防が激しさを増して
いるが, 一体わが国の立法の府はどのような結論を見せるのであろうか. 歴史から教訓を学び取
り, 現在と未来に生かしていけるだけの知性と見識を育むことが出来ているのか, 今, 国内外の
人々の厳しい目がその行く末を見守っている.
[2002 年 5 月 15 日 了, 沖縄の祖国復帰 30 周年の日]
[註]
 浅賀ふさ 1894 年愛知県半田市生まれ, 1986 年逝去. 92 歳. 日本における最初のソーシャルワーカー,
厚生省初の児童福祉専門官, 日本医療社会事業協会初代会長などとして著名. 1953－73 年中部社会事業
短大・日本福祉大学教授. その人柄・業績などを紹介したものとしては児島美都子 ｢浅賀ふさ先生と日
本のソーシャルワーク｣ (ソーシャルワーク研究所編 『ソーシャルワーク研究』 Vol. 21, No. 4, 1996
年 1 月) などがある.
 五十嵐顕 1916 年福井市生まれ, 1995 年逝去. 78 歳. 1977 年東京大学教育学部定年退官後, 84 年か
ら 91 年まで中京大学教授. 特に中京大赴任後は ｢戦争責任｣ 問題に全力をあげて取り組むようになる.
没後 『｢わだつみのこえ｣ を聴く 戦争責任と人間の罪との間』 (青木書店, 1996 年 12 月) が刊行され
た. 人柄・業績などについては五十嵐顕追悼集編集委員会編 『五十嵐顕追悼集』 (青木書店, 1996 年 8
月) などが参考になる.
 竹村英輔 1931 年長野県高遠市生まれ, 1997 年逝去. 65 歳. 1975－97 年日本福祉大学助教授・教授.
イタリア現代社会思想史, とりわけグラムシ研究の第一人者. 日本福祉大学はその死を悼み, 『研究紀
要』 の第 98 号を ｢竹村英輔教授追悼号｣ として刊行した (1998 年 3 月).
 1973 年から日本福祉大学学監に就任していた小川太郎氏は, その在任中, この巻の刊行を目にするこ
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となく他界された. 以後, 編集実務を柿沼が引き継ぐこととなり, なんとか発刊にまでこぎつけること
が出来た. この仕事は若輩の身には相当シンドイ面があったが, 鍛えられるところも多く大変有意義な
ものであった. なお, 小川氏は 1907 年台湾の台北市生まれ. 名古屋大学, 神戸大学等を経て, 1971 年
日本福祉大学教授に着任した. 『季刊同和教育運動 5』 (部落問題研究所, 1974 年 7 月) が ｢小川太郎先
生追悼｣ 号を組んでいる.
 厚木基地を発進した米軍機の墜落により, 住民 9人が重軽傷. その内二人の幼児が全身やけどで翌日
死亡, その母親も 4年後に力尽きて逝ってしまった. 駆けつけた自衛隊は米軍のパイロットの救助は行っ
たものの住民を放置, この重軽傷者は近所の人たちの手によって救助されるという, ｢安保条約｣ 下日
本の悲しむべき現実をみせつけた. またこの事件をめぐって国 (防衛施設庁) と米軍の対応がいかに不
誠実・不適切であったかが露呈された.
 ｢中国帰国者｣ (1970 年代以降に日本に帰国した ｢中国残留日本人孤児｣ と ｢中国残留日本婦人｣ およ
びその家族) の帰国後の生活や問題状況についての研究書としては蘭 信三編著 『｢中国帰国者｣ の生活
世界』 (行路社, 2000 年 2 月) などがある.
 『朝日新聞』 (2002 年 5 月 1 日) によれば ｢アジア女性基金｣ の受給受付は 2002 年 5 月 1 日で終了.
受給者の総数は約 300 人.
 日本およびドイツなどの戦後補償の実態などについてはそれぞれの折に新聞が報道している. 文献と
しては, 日本弁護士連合会編 『日本の戦後補償』 (明石書店, 1994 年 7 月) をはじめかなり多数のもの
が出版されているが, 手に取りやすく読みやすいものとしては朝日新聞戦後補償問題取材班 『戦後補償
とは何か』 (朝日新聞社, 1994 年 6 月) が便利である.
 加藤周一 『戦争責任の受けとめかた ドイツと日本』 35 ページ以下参照. アドバンテージ・サーバー,
1993 年 7 月.
 岩波ブックレット 『荒れ野の 40 年 ヴァイツゼッカー大統領演説』 16 ページ, 1986 年 2 月.
 この演説をより深いところで理解するためには同大統領の回想録 (永井清彦訳 『ヴァイツゼッカー回
想録』 岩波書店, 1998 年 10 月) や永井清彦 『ヴァイツゼッカー演説の精神 過去を心に刻む 』 (岩波
書店, 1991 年 12 月) などが参考になる.
 これらの点に関する参考文献としては, 粟屋健太郎他 『戦争責任・戦後責任 日本とドイツはどう違
うか』 (朝日新聞社, 1994 年 7 月) など, かなりのものが出版されている. また個人的には佐藤健生
｢ナチズムの過去と戦後ドイツ｣ (東京学芸大学史学会 『史海』 No. 38, 1991 年) などの諸論文も忘れが
たい.
	 満州開拓史刊行会 『満州開拓史』 1966 年 3 月. 満蒙開拓青少年義勇軍の送出数についてはたいがいこ
の数字が紹介されている. 例えば長浜功 『日本ファシズム教師論』 173 ページ, 大原新生社 1981 年 12
月. 櫻本富雄 『満蒙青少年義勇軍』 147 ページ, 青木書店, 1987 年 6 月.

 安田武はその著 『学徒出陣 されど山河に命あり』 (三省堂新書, 1967 年 10 月) で ｢昭和二十年, 日
本人男子の平均寿命は, 23 歳と 9 か月であった, と記録は告げている. 人生わずか 25 年という歌が唱
われていたが, 実際には, それよりも 1 年 3 か月も少なかったことを, 統計がはっきりと示した｣ (62
ページ) と述べている.
 家永三郎 『戦争責任』 48 ページ, 岩波書店, 1985 年 7 月.
 566～567 ページ.
 鈴木英一 『日本占領と教育改革』 71 ペ－ジ, 勁草書房, 1983 年 6 月. なお, 山本礼子 『占領下にお
ける教職追放』 (明星大学出版部, 1990 年 5 月) では, 典拠資料の違いもあってこの数字と幾分異なっ
ている. なおこの数は ｢1946 年 5 月 7 日から 1947 年 4 月末日までの勅令 263 号による｣ もので, その
後 (1947 年 5 月以後) 若干の制度的変更があり, ｢あらたに教職につこうとする者｣ や ｢都道府県の教
育委員の候補者｣ ｢教育委員会の職員｣ なども審査の対象となった. その結果, 1952 年 4 月時点におい
ては審査総数 131 万 0740, 自動的に不適格になった数 2701, 審査のうえ不適格になった数 4302 であっ
た (山本著書 338 ページ記載の表から計算).
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 適格審査室長通知 ｢適格審査委員会の審査に関する件｣ (昭和 21 年 10 月 22 日), 『近代日本教育制度
資料』 第 20 巻 386～387 ページ, 大日本雄弁会講談社, 1957 年 8 月.
 拙著 『近代日本の教育史』 (教育資料出版会, 1990 年 6 月) は ｢戦前｣ 日本における民主的良心的な
教育活動や教育運動についての解明を試みたものである.
 この書が日本で最初に翻訳・出版されたのは 1916 (大正 5) 年 6 月, 原田實訳 『児童の世紀』 (大同
館) である. 同書の ｢中島半次郎氏序｣ によれば ｢先に本書の大意は, 大村仁太郎氏に依り 『二十世紀
は児童の世界』 として紹介せられた｣ (6 ページ) とあるが未見.
 エレン・ケイはこのように主張して ｢世界的な注目を集め, 教育における児童中心主義運動の 1つの
発端をつくった｣ (松崎巌). 『現代教育学事典』 労働旬報社, 1988 年 10 月.
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